




1 

 

こども家庭科学研究費補助金・成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

  

総括研究報告書 

知的障害児・発達障害児とその家族の QOLを維持する支援体制整備に向けた研究 

研究代表者 橋本 創一  東京学芸大学 教授 

 

 

研究分担者 

小澤温   筑波大学 教授 

安達潤   北海道大学 教授 

新澤伸子  武庫川女子大学 教授 

内山登紀夫 福岡学院大学 教授 

本田秀夫  信州大学 教授 

 

研究協力者 

 志賀利一  独立行政法人国立重度知 

的障害者総合施設のぞみ 

の園 

 宇山修一  国立障害者リハビリテー 

ションセンター発達障害 

情報・支援センター 

米澤巧美  藤沢市発達相談支援セン 

ターにじのわ 

  河合高鋭  鶴見大学短期大学部 

縄岡好晴  明星大学人文学部 

 中澤若菜  神奈川県総合リハビリテ 

ーションセンター 

 望月太敦  杉並区重症心身障がい児 

通所施設わかば 

 小河周平  株式会社・リニエＲ 

 永野叙子  筑波大学 

 平田真基  NPO法人ほっとプラス 

 加藤翼   株式会社 Loving Look 

大塚栄子  植草学園大学 

 鈴木さとみ 福島学院大学 

 小野舟瑛  福島学院大学 

 小林真理子 山梨英和大学 

 中島彩   信州大学 

 久保木智洸 山梨県立大学 

研究要旨  

本研究の目的は、市区町村における多領域・多職種によるライフステージを通じて切れ目

のない支援体制を構築するためのスタートアップマニュアルを作成することであり、その中

に継続的なQOL維持の視点を組み込むことである。本年度は、オンライン・オンデマンド配信

した研究報告会（200人以上の聴講）を開催し、全国の知的障害・発達障害の地域支援体制構

築に携わる機関・人材とのネットワーク作りを行っており、オンラン会議を活用した実践報

告、訪問によるヒアリング調査等によりライフステージ単位のベストプラクティスの探索を

行った。また、内外で研究が始まっている、知的障害・発達障害を対象としたQOL指標の信頼

性・妥当性等検証ならびに実際の支援による効果との関連性検証を開始したところである。 

次年度は、全国の知的障害・発達障害の地域支援体制構築に携わる機関・人材とのネット

ワークを活用し、QOL指標を地方自治体の政策の評価にどのように活用するか議論し、スター

トアップマニュアルの骨子の作成に取組む予定である。 
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Ａ．研究目的 

本研究は、知的障害・発達障害児が QOLを

低下させることなく成人期に至る要因を明

らかにし、市区町村における多領域・多職種

によるライフステージを通じて切れ目のな

い支援体制を構築するためのスタートアッ

プマニュアル作成を目的とする。 

知的障害・発達障害児数の増加は、国や地

方自治体の公表資料から明らかになってい

る。背景には、発達障害者支援法が施行後、

障害者総合支援法や児童福祉法の改正等、

知的障害・発達障害のあるこどもを対象と

した地域の支援体制整備が次第に充実して

きたことが影響していると考えられる。こ

ども家庭庁・厚生労働省のホームページに

は、支援体制整備に関する情報が多く掲載

されている。例えば、早期のスクリーニング

尺度の開発、検診後のフォロー体制、５才児

健診の広がり、各種ペアレントプログラム、

かかりつけ医研修、巡回支援専門員の整備、

トライアングルプロジェクト、障害学生雇

用サポート等である。 

本研究は、医療・教育・福祉等の専門家か

ら構成された研究チームにより、市区町村

等における発達障害児の支援体制整備を担

う実務担当者、知的障害・発達障害児者とそ

の家族等といった多くの研究協力者により、

全国の市区町村において先駆的に取組んで

いる発達障害児の支援体制整備とその成果

を探索・調査し、縦断的あるいは後方視的な

ヒアリング調査等行い、その結果を議論す

ることにより、様々な特性をもつ知的障害・

発達障害児に対して、どのような年代でど

のような支援が必要かを明らかにする。同

時に、市区町村等にいて、支援体制整備の充

実が知的障害・発達障害のあるこどもやそ

の家族の QOL 向上に影響を及ぼしているか

を検証するための手法について開発を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

研究全体：令和６年度は、研究代表者、研

究分担者、研究協力者が分担の研究に取組

むと同時に、３回の研究検討会議において、

スタートアップマニュアル作成といった最

終目標に向け、随時、研究計画を一部修正・

統合等を行ってきた。また、研究代表者・研

究分担者が全員集い、研究報告会を開催し、

オンライン・オンデマンド配信を行った。こ

れは、全国規模の知的障害・発達障害児の支

援体制整備に関心のある組織・人材のネッ

トワークづくりのきっかけとした。 

研究１（橋本班）：近年の発達障害児支援

の環境変化と全国の市区町村における最近

の具体的な取組みについて広く情報収集を

行い、同時に全国規模の知的障害・発達障害

児の支援体制整備に関心のある組織・人材

のネットワーク構築を図った。具体的には、

年間９回のオンライン形式の報告会の開催、

４カ所の訪問によるヒアリング調査を実施

した。 

研究２（小澤班）：中核機能を求められる

児童発達支援センターの課題と市区町村等

における相談支援体制の構築について、サ

ンプル調査を実施した。具体的には、中核機

能としての加算を申請しているＡ市の４カ

所の児童発達支援センターの職員にヒアリ

ング調査を実施した。３つの質問項目（ライ

フステージに応じた連携、児童発達支援セ

ンターの中核的役割、相談支援のあり方）を

中心に約60分の対面でのヒアリングを実施

し意見を収集した。 

研究３（安達班）：ICF情報把握・共有シ
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ステムを活用した支援とQOL指標との関連

性の検証を行う。今年度は、児童発達支援事

業所において発達障害児を対象にICFシス

テムを活用していた支援プロセスの見直

し・更新を行った関係で、QOL尺度の結果と

の関連性については令和７年度より実施す

る予定である。 

研究４（新澤班）：平成29年の先行研究を

基本に、その後のQOLに関する研究の文献探

索を行い、療育プログラム終了後13年～15

年が経過した、長期間の予後調査に協力可

能な対象者を選定し、アンケート調査票の

作成ならびに発送を行った。結果について

は、令和７年度前半に回収完了の予定であ

る。 

研究５（内山班）：PWI-SC（Personal We

ll-Being Index for School Children）を

日本語に翻訳し、11歳から15歳の日本の一

般児童とその母親にオンラインアンケート

を実施した。その結果は、HRQOL等との関連

性の検証を行った。さらに、オーストラリア

における先行研究との比較も行った。 

研究６（本田班）：知的障害・発達障害児

とその家族の支援体制において、QOLの視点

はどの程度含められているのか、我が国の

法制度・QOL研究の歴史・支援サービス機能

におけるQOLの位置づけの視点から検討を

行った。また同時に、既に市区町村等で活用

されている発達障害の地域支援システムの

簡易構造評価（Q-SACCS）に続き、支援サー

ビス機能について評価するツールとして

「発達障害の支援サービス機能の簡易実用

評価（Q-PASS）」を作成中である。 

なお、倫理面の配慮については、研究代表

者・研究分担者が所属する研究倫理委員会

の倫理規定を遵守して実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

研究全体：各研究班の研究計画ならびに

進捗状況について意見交換を繰り返すこと

で、学術的なエビデンスに偏らず、市区町村

の支援体制整備の質の向上といった政策的

な手法に QOL 評価をどのように活用するか

といった視点で、次年度は各班ならびに全

体で議論することとなった。また、２時間半

に及ぶ研究報告会を録画し、オンライン・オ

ンデマンド配信の視聴申込者は 216 人であ

り、この研究事業について一定レベルの広

報ならびに意見募集のきっかけとなった。 

研究１（橋本班）：令和５年度子ども・子

育て支援等推進調査研究事業（発達障害児

とその家族のＱＯＬを維持する市区町村の

支援体制に関する調査研究）の結果、国等が

公表している発達障害児支援に関連した資

料を整理し、概ね直近 10年間の知的障害・

発達障害児を取り巻く環境の変化を概観し、

ライフステージ単位で４つの課題に整理し

た（①障害児の急増と生物学的障害、②社会

が担う発達障害、③就学児・在学中の教育と

福祉の連携、④思春期から成人期への移行）。

また、各課題について、合計 11項目のより

詳細な課題も設定した。９回のオンライン

形式の報告会（19地域の実践事例報告、3回

の文献・資料等の整理報告）と４回のヒアリ

ング調査から、最近のトピックスとして「専

門医の診療待機の短縮」「巡回専門相談員や

保育所等訪問支援の役割と専門性」「義務教

育後の多様な進路先」を取り上げ、それぞれ

最近の取組みを複数紹介した。 

研究２（小澤班）：障害児童分野の相談支

援体制の整備や児童発達支援センターの一

元化に伴う課題等について、中核機能に関
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してＡ市の 4 カ所の児童発達支援センター

の職員にヒアリング調査を実施した。その

結果、児童発達支援センターの中核的役割

とは、制度的な基準を満たすだけでなく、地

域の中で子どもや保護者、保育・教育機関を

つなぎ支え合う「ハブ」として機能が求めら

れていた。また、中核的機能を果たすには、

専門性と柔軟性をもつ人材の育成・確保、現

場の実践と制度の乖離を埋める具体的な仕

組みが必要であると考えられていた。 

研究３（安達班）：今年度、ICFシステム

の改定・更新を行った関係で、支援プロセス

前後の調査は令和 7 年度より開始する。事

前の準備として、ICFシステムを活用して継

続的児支援を展開する事業所の確保と同意、

ICF システムを活用した支援方法実践の研

修、研究協力児と家族のリクルート等を実

施した。また、先行研究等から、ICFシステ

ムを活用した支援の独自の QOL 質問票を作

成し、KINDL や日本語版 SDQ 等の評価尺度

と比較を行う予定である。 

研究４（新澤班）：平成 29 年に実施した

予後調査は療育プログラム終了後 7 年～10

年であったが、今回は 13 年～15 年の長期

予後調査を計画し、調査用紙を作成し、協力

者に対する送付が完了している。調査結果

は令和 7年度に解析する。 

研究５（内山班）：日本語版 PWI-SC を用

いて、日本の一般児童とそのペアとなる親

にオンライアンケート調査を実施した。回

答を得た 331 ペア（男女半々）のデータを

解析した。結果は、PWI-SCの内的整合性は

高く、信頼性が検証された。また、日本の

PWI-SC 得点は概ね 70～80 点で推移してお

り、オーストラリアのデータと比較すると、

健康以外のすべての領域で優位に低く、主

観的幸福の相対的な低さが示唆された。次

年度以降 ASD 児への活用とその検証を行う。 

研究６（本田班）：障害福祉の法制度は「生

命の質」(終戦～1990 年代)、「生活の質」

(2000年～2021年)を経て「人生の質」(2022

年～)を検討する段階に来ている。研究の歴

史からは、20世紀後半から QOLの評価方法

が広がり、直近では障害種別に特化した QOL

の評価法の開発が進められている。支援サ

ービス機能と QOL との関係からは、発達障

害児の余暇支援を提供するのは放課後等デ

イサービスのみであり、就労支援と併用し

て余暇支援サービスを活用することが難し

い現状にある。 

 

Ｄ．考察 

本年度は、令和５年度子ども・子育て支援

等推進調査研究事業「発達障害児とその家

族のＱＯＬを維持する市区町村の支援体制

に関する調査研究」の結果ならびに最近の

こども家庭庁、厚生労働省、文部科学省等で

公表されている資料を整理した内容を元に、

「オンライン会議形式報告会」「研究報告会」

を継続的に開催したことにより、全国の市

区町村等において知的障害・発達障害児の

支援ならびに体制整備に携わる人材とのネ

ットワークが広がった。この「オンライン会

議形式報告課」「研究報告会」は今後も継続

し、市区町村や都道府県の支援体制整備の

取組みについて、より多くの地域、より詳細

な情報収集と議論を行っていく必要がある。

このネットワークの拡大が、スタートアッ

プマニュアル作成に向けての重要な土台に

なると考える。 

同時に、研究分担者の各チームでは、「中

核機能を求められる児童発達支援センター
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の課題と相談支援体制の在り方」「ICF情報

把握・共有システムを活用した支援と QOL

指標の変化の検証」「発達障害児療育プログ

ラムの長期予後調査と QOL 指標の変化と考

察」「PWI-SCによる主観的幸福感の内的信頼

性の検証」「我が国の児童福祉法の変遷と

QOL との関係と現状のサービスにおける

QOL向上に担う事業についての考察」の研究

を行っており、市区町村における知的障害・

発達障害児の支援体制整備を行う上でのス

タートアップマニュアルに、QOL指標をどの

ように位置づけていくべきか本格的な議論

を行う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本研究の目的は、市区町村における多領

域・多職種によるライフステージを通じて

切れ目のない支援体制を構築するためのス

タートアップマニュアルの作成することで

あり、その中に継続的な QOL 維持の視点を

組み込むことである。３年研究の初年度で

ある本年は、知的障害・発達障害児とその家

族を対象とした QOL 指標の活用方法を研究

班単位で研究を開始しており、また様々な

市区町村ならびに地域の中核的機能が求め

られる児童発達支援センターの現状と課題

について事例収集と議論の内容が集積され

始めた。次年度は、時代の流れに即した実用

的なスタートアップマニュアルの構成を検

討するとともに、全国の市区町村等の先駆

的な実践事例の収集を行い、QOL指標を地方

自治体の政策の評価にどのように活用する

か議論することになる。 

 

Ｆ．健康危険情報  

特記すべき事項なし 

 

G. 研究発表  

1. 論文発表なし 

2. 学会発表なし  

 

H．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 なし  

2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし 

 

Ｉ．引用・参考文献 

分担研究書参照 
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鶴見大学短期大学部 

藤沢市発達相談支援センタ

ー にじのわ 

明星大学人文学部 

 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、より多くの知的障害・発

達障害児のＱＯＬを低下させることなく成

長するために、市区町村等における多領域・

多職種によるライフステージを通じて切れ

目のない支援体制を構築するためのスター

トアップマニュアルを作成に向け、地域の

実情に即した効果的な実践ないしベストプ

ラクティスと考えられる取組み、さらに今

後改善すべ課題として問題意識をもってい

るポイント等について、全国の様々な地域

研究要旨  

本研究は、市区町村等における多領域・多職種によるライフステージを通じて切れ目のな

い支援体制を構築するためのスタートアップマニュアルの作成に向け、全国の様々な地域の

取組みを可能な限り情報収集・整理することである。本年度は、①令和５年度子ども・子育

て支援等推進調査研究事業の結果ならびに国等が公表している資料を基本に、概ね直近10年

間の知的障害・発達障害児を取り巻く環境の変化、②全国の市区町村等で取組まれている実

践をオンライ会議形式報告会、ヒアリング調査、研究報告会を通して情報収集・整理を行っ

た。結果として、ライフステージごとの課題を４つに整理し（障害児の急増と生物学的障害、

社会が担う発達障害、就学児・在学中の教育と福祉の連携、思春期から成人期への移行）、1

1項目のより詳細な課題を設定した。また、全国の各地域の実践から、最近の取組として「専

門医の診療待機の短縮」「巡回専門相談員や保育所等訪問支援の役割と専門性」「義務教育

後の多様な進路先」を取り上げた。スタートアップマニュアル作成に向けて、市区町村単位

の支援体制構築を評価するツールを活用した全体像の評価、地方自治体の規模や経済・産業

的特徴、地理あるいは歴史的な特徴との関連、地域における民間の知的障害・発達障害支援

に携わる組織と市区町村との連携、都道府県や圏域といった市区町村の施策を支える仕組み、

そして市区町村の施策を知的障害・発達障害のある子ども・家族のQOLとの関連性の分析が必

要だと考えられる。 
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から可能な限り情報収集し、整理・考察する

ことである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究１：ライフステージごとの仮説の整理 

令和５年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業における「発達障害児とその家

族のＱＯＬを維持する市区町村の支援体制

に関する調査研究」[1]の結果ならびに、最

近のこども家庭庁、厚生労働省、文部科学省

等の公表データを参考に、概ね直近10年間

の知的障害・発達障害児を取り巻く社会環

境の変化と市区町村等におけるライフステ

ージごとの課題を整理する。 

 

研究２：地域における取組みの調査 

全国の都道府県、市区町村、教育委員会、

障害児支援・相談支援機関等において、知的

障害・発達障害児が乳幼児期から成人に至

るまでのライフステージごとにどのような

課題があると認識し、取組みが行われてい

るかをオンライン会議形式による定期的な

報告会を開催し、テーマ別に意見交換を行

った。この報告会の参加者は、本研究の研究

代表者・分担研究者・研究協力者、令和５年

度子ども・子育て支援等推進調査研究事業

「発達障害児とその家族のＱＯＬを維持す

る市区町村の支援体制に関する調査研究」

の事例報告会参加者、発達障害情報・支援セ

ンターの一斉メーリングリストにおける広

報、さらに各参加者の紹介をつないでいく

スノーボールサンプリング法で募った。報

告会の案内は82人に送付しており、９回の

報告会の延べ参加者数は262人（平均29人）

であった。各報告会の概要を表１にまとめ

る。 

 

表１．オンライン会議形式報告会の概要 

第１回：7月25日（木）19:00-21:00 

 参加者37人 

（報告１）本研究事業の概要とオンライン研

究会の趣旨説明 

（報告２）各参加者の所属と本研究事業のテ

ーマと重なる課題紹介 

第２回：8月22日（木）19:00-21:00 

 参加者45人 

（報告１）愛媛県中予地域発達障がい児（気

になるこども）調査結果から 

（報告２）横浜市地域療育センターの診療相

談と児童発達支援事業の状況から 

第３回：9月26日（木）19:00-21:00 

 参加者32人 

（報告１）幼児期から学校への引継ぎの仕組

み（いなべ市、磐田市、我孫子市） 

（報告２）児童における相談支援体制につい

て 

第４回：10月24日（木）19:00-21:00 

 参加者32人 

（報告１）幼稚園・保育所等・学校へのアウ

トリーチ（磐田市、野田市、碧南市） 

第５回：11月28日（木）19:00-21:00 

 参加者34人 

（報告１）学齢児の相談支援の現場から（山

梨県、愛媛県、高知県、福岡市） 

第６回：12月26日（木）19:00-21:00 

 参加者13人 

（報告１）学齢児の相談支援の現場から（熊

本県北部、我孫子市、半田市） 

第７回：1月23日（木）19:00-21:00 

 参加者11人 

（報告１）中等教育・高等教育から成人の相

談の実態（横浜市、全国調査のまとめ） 

第８回：2月27日（木）19:00-21:00 

 参加者36人 

（報告１）中等教育・高等教育の相談支援の

現場から（いなべ市） 

（報告２）神奈川県における義務教育後の多

様な進路について（渡部匡隆先生） 

第９回：3月27日（木）19:00-21:00 

 参加者22人 

（報告１）本年度事業の振り返りと次年度の

オンファイン研究会の開催について 
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オンライン会議形式の報告会の議論に付

随し、４回の対面によるヒアリング調査を

実施した（表２参照）。 

 

表２．対面によるヒアリング調査の概要 

第１回：7月29日（月）14:00-15:30 

 場所：横浜市中部地域療育センター 

聞き取り：志賀利一 

対応：通園課園長、地域支援課長他２名 

「新規相談から相談・療育のフロー」「診療

待機児対策の事業内容」「通園利用児の変化」

「家族支援の取組み」他 

第２回：8月22日（木）10:00-11:00 

 場所：川崎市中部地域支援室 

聞き取り：志賀利一 

対応：こども・発達相談支援担当係長他１名 

「子ども発達・相談センター誕生の経過（診

療待機児対策）と整備計画」「子ども発達・

相談センターの相談支援のフローと内容」他 

第３回：2月20日（木）10:00-12:00 

 場所：磐田市こども未来課 

聞き取り：志賀利一 

対応：こども未来課グループ長他３名 

「健診後のフォローと療育へのフォロー」

「保育所・放課後児童クラブ利用状況」「こ

ども未来課と発達支援センターとの連携体

制」他 

第４回：3月10日（月）14:00-17:00 

 場所：青山学院大学教育人間学部 

聞き取り：米澤巧美・志賀利一 

対応：古荘純一先生・前本達夫先生他３名 

「知的障害・発達障害の対象（医療や福祉の

サポートを必要とするグループ」「ICD-11と

療育手帳制度の今後」他 

 

オンライン会議形式の報告会の延長とし

て、本研究の共同研究者が一同に会したオ

ンライン形式の研究報告会を開催した。こ

の内容は録画・編集を行い、最終年に向けて

全国の知的障害・発達障害児の医療・教育・

福祉・地方自治体等の関係者に本研究の取

組みについてオンライン配信を行った。 

研究報告会の概要について表３にまとめ

た。 

 

表３．研究報告会の概要 

研究報告会（オンライン・オンデマンド配信）： 

 オンライン配信 1月5日（日）13:30-17:00 

オンデマンド配信 2025年２月19日～5月末 

 （プログラム） 

報告１：地方自治体の支援体制整備の取組み

とライフステージごとの課題について（橋本

班） 

報告２：地方自治体における知的・発達障害

児支援と相談支援における児童発達支援セ

ンターの中核機能とのあり方について（小澤

班） 

報告３：自治体におけるQOL評価の指標等（安

達班） 

報告４：支援体制構築と課題：発達障害児療

育プログラムの長期予後から（新澤班） 

報告５：自閉症スペクトラム症の幸福学を目

指して（内山班） 

報告６：知的障害・発達障害児とその家族の

支援体制にＱＯＬの視点はどの程度含めら

れているのか？（本田班） 

 参加申込状況：オンライン59人、オンデマン

ド157人（計216人） 

所属（複数回答）：福祉分野178人、教育分野

21人、医療・保健分野22人、行政4人、障害者

団体2人 

地域：北海道から沖縄県まで全国各地 

 

（倫理面への配慮） 

東京学芸大学研究倫理委員会の倫理規定

を遵守し、事前に文書でプライバシーの保

護等について説明した。本調査においては、

個人情報の取得を行わず、対象者の意見の

みを聴取し、報告会、ヒアリング調査に協力

することで、本研究への参加に同意を得た

ものとみなした。 

 

Ｃ．研究結果 

研究１：ライフステージごとの仮説の整理 

（１）障害児の急増と生物学的障害 

図１は、令和６年７月４日に開催された

第 141回社会保障審議会で提出された、「障

害福祉サービス等の利用者数の推移」であ

る[2]。この図では、平成 25 年から令和 5

年までの 10 年間における障害福祉サービ
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ス等利用者数の推移を成人期の３障害と障

害児に分けて比較している。平成 25年時点

で、精神障害者と並びもっともサービス利

用者数が少なかった障害児は、令和３年度

に成人の３障害を超え、令和５年の段階で

は約 55 万人、10 年前の 3.7 倍の利用者増

である。直近の令和 6 年 12 月データでは、

児童発達支援が 198,692 人、放課後等デイ

サービスが 377,599 人、合計 576,291 人が

サービス利用しており、この２つのサービ

ス利用数は、すべてのサービス利用数 107.8

万人の 53.5%に相当する[3]。 

毎年子どもの人口が減少している我が国

の現状からすると（平成 25年の出生数 103

万人から令和５年が 72.7 万人に減少して

いる）、児童の障害福祉サービス等利用数の

急増の背景について様々な視点から議論す

べきテーマである。現在、障害とは生物学的

な機能の健康状態だけではなく（医学モデ

ル）、物理環境や制度、偏見等の社会的な障

壁（社会モデル）との相互作用として捉える

時代である。この短期間における障害児数

の増加は、生物学的な視点からだけではな

く、社会的な変化の視点から議論が重要で

あると考えられる。 

○ 乳幼児健康診査事後フォローのあり方 

○ 専門医の診察待機時間の短縮 

○ 保育所等の気づきと家族の共有 

※ 障害福祉サービス等の利用する子どもには、

身体障害や医療的ケア児等も含まれているが、

その大多数は知的・発達障害だと推測される 

（２）社会が担う発達支援 

まず、障害児に限らず子育てを行う家庭

環境の変化を母親の就業状況から確認する。

失われた 30 年と呼ばれる長期的な経済成

長の停滞がはじまる平成元年頃には、「雇用

者の共働き世帯」が「男性雇用者と無業の妻

からなる世帯」を超え、共働き世帯の増加は

その後加速度的に増えている。平成 25年時

点では前者が 1,065 万世帯、後者が 745 万

世帯と共働き世帯がいわゆる専業主婦世帯

の 1.43倍に増えている。平成から令和に変

わる前後に「保育所待機児童数対策」や「働

き方改革」による女性の就業促進が図られ

たこともあり、令和 5 年時点には、共働き

世帯が 1,262 万、専業主婦世帯 539 万と、

その差は 2.34 倍に急激に広がった[4]。具

体的なデータは存在しないものの、世帯所

得が相対的に低い 20 歳代から 30 歳代の親

の世帯は、共働き世帯の割合はより高いと

推測される。 

図２は、保育所等の利用率の推移である

[5]。令和４年以降は保育所等利用率が 50％

を超えており、特に 1 歳・２歳児の乳児の

利用率は６割近くになっている（59.3％）。 

未就学の障害児に対して、児童発達支援

ガイドラインにおいて、「発達支援（本人支

援及び移行支援」「家庭支援」「地域支援」を

提供すると定められている[6]。その基本は、

発達の側面から、①健康・生活、②運動・感

覚、③認知・行動、④言語・コミュニケーシ

ョン、⑤人間関係・社会性の 5 領域で目標

を定め、本人支援を行い、同時に地域の保

育・教育等の支援が受けられるよう移行支

援を行うことになる。 

一方で、ここ 10年で急激に共働き世帯が

増えており、家族が安心して障害児の子育

てを行っていくための負担軽減等の支援も

重視されている。発達支援や移行支援は、共

働き世帯に過度な負担を強いることのない、

新しい発達支援が求められている。児童発

達支援ガイドラインにおいても、地域の中

核機能として「地域生活する障害児や家族
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への支援」「地域の障害児を預かる施設に対

する支援」が重視されており、今後、市区町

村等においてどのように体制整備を行うか、

大きな課題になっている。 

○ 児童発達支援（事業・センター）の通

園と保育所等の並行利用のあり方 

○ 巡回専門相談員や保育所等訪問支援

の役割と専門性 

○ 共働き世帯にマッチした発達支援 

（３）就学児・在学中の教育と福祉の連携 

令和５年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業において、Q-SACCS等を活用して

年代ごとの引継ぎならびに連携に取組んで

きた3市１町（人口1.3万人～15万人規模）

の事例が報告されている。この報告では、市

町の子育て支援担当部門が中心となり、就

学時の引継ぎならびにそのフォローを積極

的に実施していた[1]。 

岡山県鏡野町では、障害の診断の有無に

かかわらず家族・小学校との連携により個

別の教育支援計画の作成に向けての引継ぎ

を年間約 20人実施しており（毎年の出生時

数は 100人程度）、就学後も学級担任と卒園

した保育所等との協議・研修の場を町が主

催で設置している。沖縄県浦添市では、基幹

相談支援センター（市委託事業）が児童支援

に特化した発達相談の専門窓口を設置した

ことにより、特別支援学級在籍児童・生徒数

の相談受付件数が増えている。岡山県玉野

市では、幼児期から就学後まで発達障害者

支援コーディネーターが教育委員会と共同

で特別支援教育サポートチームを編成し、

学校への移行期の現状と課題について継続

的に共有化している。４つの自治体ではも

っとも規模の大きい千葉県野田市では、発

達障害児者支援の実績ある社会福祉法人に

幼稚園・保育所・小学校に巡回相談を実施す

る専門家を派遣する市独自の事業を展開し

ている。市内の幼稚園・保育所・小学校から

の要望に応えて始まった事業で、初年度で

市内の幼稚園・保育所・小学校の９割に訪

問・巡回を行っている。 

この４つの自治体では、人口規模や民間

組織所属の専門職の有無等により、市町の

知的障害・発達障害児の支援体制の方法は

異なっている。しかし、知的障害・発達障害

児とその家族にとっての課題を洗い出し、

教育との連携手段を模索していた。なお、こ

の令和５年度研究の４つの自治体の報告者

は、地方自治体の子育て支援、障害児福祉分

野からのものであり、教育分野からの情報

入手ができていない。 

令和５年度子ども・子育て支援等推進調

査研究事業では、就学後に学業や同級生と

の対人会見等により不適応が表面化してか

らはじめて発達障害の疑いならびに診断・

支援を受ける子どもの実態についても報告

されている。横浜市では、中学校・高校の年

代に特化した発達障害者支援センターが開

設されている。開設後９年間の相談事例 796

人のデータをいくつかの視点から分析した

報告が行われた。相談者のうち、就学前に診

療所併設の児童発達支援センター（地域療

育センター等）を利用した経験のある者は

43.3％（333人）いた。一方、発達障害に関

係した診断を受けていた者は 26.9％（214

人）であり、そのうち小学校在学中に診断を

受けた者は 29.3％（低学年 78 人、中学年

69人、高学年 86人）、中学校在学中に診断

を受けた者は 9.9％（79人）、高校在学中は

3.4％（27人）であった。初回相談時に診断

なしならびに不明が 30.5%（243人）であっ
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た。 

近藤他（2011）は、就学前の段階で発達障

害の診断閾値下群が存在しており、小学校、

中学校、高校、さらにその後の不適応により

診断を受け治療や特別な支援を受けている

と報告している[7]。横浜市の報告からは、

就学後に初めて診断を受ける子どもがかな

り多いことが明らかになっている。小学校・

中学校等においても、保育所等と同様、子ど

もの発達に不安を感じる家族や学校関係者

の相談の受け皿と教育・医療・福祉の連携の

あり方を検討する必要がある。 

障害福祉サービス等における障害児の利

用数の急増と同様、特別支援教育を受ける

義務教育段階の児童生徒数も増加している。

図３は、過去 10年間の特別支援学校等の児

童生徒の増加状況をまとめたものである

[8]。この間、義務教育段階の全児童生徒数

は 1,030万人から 941万人に 89万人、1割

弱減少している。一方、特別支援学校が 1.8

万人、特別支援学級が 19.8万人、通教指導

教室が 10.4万人、合計で 32万人、10年間

で 2倍の数字に伸びている。 

※ 特別支援教育を受けている義務教育段階の児

童生徒のうち、知的障害、自閉症・情緒障害、

学習障害、注意欠陥多動性障害として分類され

ている児童生徒数は約９割を占める 

○ 福祉から教育への引継ぎ方法（５歳

児健診の実施と位置づけ） 

○ 就学後の相談の受け皿と学校におけ

る教育支援との調整のあり方 

（４）思春期から成人期への移行 

高校等（特別支援学校高等部含む）進学率

は、令和６年で 92.8％（通信制を含めると

98.6％）であり、全日制・定時制課程の生徒

数は減少傾向にある[9]。高校等の進学は、

学校を管轄する行政が変わる、つまり市区

町村教育委員会から都道府県教育委員会に

変わることが多い（私立学校は都道府県知

事が設置・運営許可等を行うのみ）。さらに、

公立高等学校の立地が０ないし１である市

区町村は、全国に 1,112カ所（全体の 63.9％）

あり[9]、義務教育が終わると障害福祉サー

ビス等を利用しない限り、これまでの市区

町村の福祉・教育行政とのつながりが希薄

になる。 

図４は、過去 10年間の特別支援学校高等

部の卒業生数と卒業後の就職者数ならびに

就労率をまとめたものである。高校等に進

学する生徒数は平成元年以降急激に減少し

ているが、特別支援学校高等部卒業生はこ

こ 10年で大きな変化はない。一方、この結

果は、図３の義務教育段階において、特別支

援学校児童生徒数が 10年間で 6.7万人から

8.5万人に 1.8万人（126.9％）急増してい

るデータと矛盾する。図４の高等部の卒業

生は 10 年間で 1,584 人増えたに過ぎない

（108.1％増）。 

今後の高校の在り方について、令和 7 年

2月 12日に「中央教育審議会初等中等教育

分科会・個別最適な学びと協働的な学びの

一体的な充実に向けた学校教育の在り方に

関する特別部会・高等学校教育の在り方ワ

ーキンググループ」が審議のまとめを提出

したところであり、「小規模校」「多様な学習

ニーズに応える柔軟で質の高い学び」「社会

に開かれた教育課程の実現」を軸に今後の

施策が検討されるものと思われる[10]。図

５は、この審議過程で提出された資料であ

る。近年、義務教育段階を中心に不登校児童

生徒数が増加し続けており、その一部の受

け皿として通信制高等学校がある。平成 27

年の通信制高等学校の生徒数は公立・私立
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合わせて 180,393人であったところ、10年

後の令和６年には 290,087 人と 161.0％の

伸びを示している（特に私立の伸びが大き

い）。このように自宅や学校以外の場所で学

び、単位習得が可能な高校は、知的障害・発

達障害のある高校生にとって有望な選択肢

になってきていると推測される。 

高校等の卒業後の進路決定も知的障害・

発達障害のある人とその家族にとって重要

な課題である。特別支援学校高等部卒業後

の就職率はここ 10 年間 30％前後で推移し

ている（図４参照）。障害者雇用促進法が改

正され、令和 6 年 4 月 1 日から雇用の場に

おける合理的配慮提供が「義務化」されてお

り、就労者数ならびに就労率の変化が期待

される。また、卒業後約 6 割は障害福祉サ

ービス（就労移行支援事業、就労継続支援事

業Ａ型・B型、自立訓練、生活介護等）の利

用が進路となっている。残りの少数は、進

学、教育訓練機関等である[11]。 

大学・短大、高等専門学校における障害の

ある学生の修学支援の方策を検討すること

を目的に、独立行政法人日本学生支援機構

は毎年実態調査を実施し、報告している。図

６は、令和元年度から５年間、５月１日に在

籍している障害学生数の集計結果である。

大学等が把握している障害学生のうち発達

障害数は増え続けており、令和 5 年度は

11,706人（障害学生の 20.1％）であり、そ

のうち 8,227 人は「支援発達障害学生」と

定義し、授業支援ならびに授業以外の支援

を行っている[12]。大学においても、雇用の

場と同様、合理的配慮の提供が義務化（過重

な負担がない範囲において）されており、今

後どのような変化が起きるか注視する必要

がある。高校等の卒業時（18歳となり成人

に移行する時期）の進路支援は、教育（進

学）、企業（就職）、福祉（サービス利用）と

いった大まかな分類だけでなく、より詳細

で個別の様々な条件の理解と進路先におけ

る配慮事項の濃淡等、より詳細な情報が重

視される時代になっている。 

一方、令和５年度子ども・子育て支援等推

進調査研究事業では、20 歳代から 30 歳代

の強度行動障害者（行動関連項目 13点～20

点／平均 16.4 点）を育ててきた 7 家族か

ら、これまでの生活状況について詳細なヒ

アリング調査を行っている[1]。すべての事

例が特別支援学校高等部に通っており（障

害児入所施設在籍 2人含む）、この時期の行

動障害がもっとも激しかったと回答してい

る家族が 2 人いた。もっとも激しかったと

答えていない家族も、この中高生の時期の

事件や苦労話をいくつも話している。重度・

最重度の知的障害があり自閉症の行動特徴

が顕著な人は、環境との相互関係の不調に

より強度行動障害になると考えられている

が、同居している家族は「本人の身体の中に

常に爆発のリスクとなるマグマを抱えてい

る」と主観的に感じており、身体的な成長が

顕著な大人への移行段階の支援は重要であ

り、卒業後しばらく経ってから状況が悪化

している人も４人いた。また、家族にとって

は、同様な状態像の子育てをしている家族

に出会うことが稀であり、「24時間体制の見

守りの継続」「将来の見通しがもてない」「本

人中心の生活を周囲に理解されない」等の

ストレスを抱え続けている。子どもから成

人に移るタイミングで、いくつもの資源を

組み合わせ、地域のチームで本人や家族の

生活をサポートすることが重要になってく

るが、組織的な支援体制は不十分である。 

○ 義務教育後の多様な社会的資源と連
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携・協働の困難さ 

○ 思春期以降の相談支援・サポート体

制づくりの困難さ 

○ 高校等の卒業後の進路の多様性と支

援のあり方 

研究２：地域における取組みの調査 

「オンライン報告会」「ヒアリング調査」

「研究報告会」により、各地域の乳幼児期か

ら成人に至るまでのライフステージごとに

どのような課題があると認識し、どのよう

な取組みが行われているかについて様々な

情報が集約され、議論を行ってきた。以下に

は、具体的な３つの取組を報告する。 

（１）専門医の診療待機の短縮 

発達障害児の早期発見・支援において、乳

幼児健康診査（１歳６か月児健診、３歳児健

診）は重要であり、各市区町村において M-

CHAT等のスケールや独自アセスメント票の

作成・活用、フォローアップ事業との連携な

ど様々な取組みが行われている。市区町村

では、母子保健主管課と障害福祉課との連

携、情報共有の方法、地域の様々な資源との

連携等、ベストプラクティスに向けての条

件も整理されている[13]。しかし、保育所・

幼稚園等においては、発達障害（あるいは他

の心身の障害）の診断を受けた子ども以外

に、コミュニケーションや落ち着き等、発達

上の問題があると想定される、いわゆる「気

になる子」が存在すると言われており、関連

する調査がいくつも存在する。 

本研究のオンライン会議形式の報告会に

おいて、愛媛県発達障害者支援センターが

過去 2 回県内中予圏域（6 市町村）の保育

所・幼稚園等の悉皆調査結果を報告してい

る（回収率 66.2％）。図７は、在籍児のうち

「発達障害」「気になる子ども」の割合につ

いて 2019 年調査と比較して年代別にまと

めたものである。2023年調査では、発達障

害が全園児（14,512人）の 2.1％（310人）、

気になる子どもは 10.0％（1,451 人）であ

った。ここ数年、圏域における発達障害の診

療体制が整備されたこともあり、発達障害

の割合が増え、気になる子どもの割合が減

っているものの、気になる子ども数はかな

り多い。また、2歳児から年齢が上昇するこ

とで気になる子どもの割合が減少傾向にあ

る背景には、専門医につながる子どもの増

加があると推測される。同時に、発達障害時

の診療を行う専門医療機関の待機待ちが

「大きな課題である」と報告している。 

専門医療機関も申し込んだ後、実施に診

療が介さされるまでの待機は、様々な地域

で問題になっている。大都市の横浜市、川崎

市においてもこの問題の解決方法について

議論されてきた。図８は、第４期横浜市障害

者プラン改訂版[14]に掲載されたグラフに、

平成 26 年度と令和４年度に市公表の９カ

所の療育センターの新規相談件数を加えた

ものである。横浜市では平成 25年に 9カ所

の地域療育センターの整備が完了し、その

後も各センターの診療部門における診療な

らびに発達障害の診断件数が増加傾向にあ

る。地域療育センターでは、子どもの保護者

から電話等による申し込みを受けた後、初

回はケースワーカーが詳細に面接・相談を

行う（新規相談件数としてカウント）。その

後、必要に応じて診療が行われ、問診や各種

検査等の後、一定数のこどもが発達障害等

の診断を受ける。令和４年度は、市内の地域

療育センターへの新規相談件数 6,353 人、

診療室の初診件数は 4,790 人、発達障害の

診断件数は 3,150 人である。地域療育セン
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ターでは、診断の内訳として発達障害以外

も存在するが（構音障害、難聴、運動障害

等）、その他の診断は 10％程度である。新規

相談から診療室の初診までの待機日数は、

地域療育センターならびに季節により異な

るものの半年以上となる場合も少なくない。

そこで、令和６年度より、各地域療育センタ

ーが「ひろば事業」として、新規相談から診

療室初診の間に、地域療育センター外で定

期的に心理士やケースワーカーにより個別

相談・支援を行う事業を開始している。 

川崎市では、横浜市に類似した機能を持

つ地域療育センターが４カ所あり、年間新

規相談者数は２千人以上である。市では、地

域療育センターにおける顕在化した課題と

して「新規相談・心理検査・診察までの待機

期間の長期化」「より手厚い支援が必要な中

重度障害児（医療的ケア児含む）に十分な相

談支援が提供できない」「保育所、幼稚園、

学校等へのアウトリーチ支援の不足」と認

識しており、新たな施策が検討されてきた。

ちなみに、令和元年に地域療育センターの

新規来所者は 2,051 人で、後に療育手帳の

交付をうけるこどもは 30％未満であった。

大多数は平均的な知的能力ないし境界域知

能に相当する。そこで、このような知的能力

が平均・境界域のこどもを対象に、令和３年

度から令和６年度にかけ、7カ所の「子ども

発達・相談センター（きっずサポート）」を

整備した。子ども発達・相談センターは、社

会福祉士・心理士・保健師・学校連携推進員

が４～５名が配置される「専門相談支援（川

崎市）」と児童指導員や保育士等による委託

の「指定児童発達支援事業等（学齢児グルー

プ活動、未就学サロン委託も実施）」とを組

み合わせた事業である。この新しい仕組み

により、地域療育センターの初診は、医療機

関や区役所、さらに子ども発達・相談センタ

ーからの紹介されたケースのみが新規相談

となる。一方、保護者や保育所・幼稚園・学

校等からの依頼は、すべて子ども発達・相談

センターが受けることになる[15]。 

横浜市・川崎市の診療待機の新たな取組

みは、市が設置している地域療育センター

が、全市の幼児期・学齢期の発達障害児のほ

とんどの診療をカバーしている大都市の事

例であり、同様な手法が全国の市区町村で

実施することは現実的ではない。しかし、

「発達障害」「気になる子ども」とは多様な

ニーズがあるグループである。各市区町村

で、現在あるいは年齢が上がることにより

利用する資源を想定し、官民連携による診

療待機の短縮方法は存在すると思われる。 

（２）巡回専門相談員や保育所等訪問支

援の役割と専門性 

現在、全国のあらゆる地域で、発達障害児

が同年代の地域の子どもたちと一緒に生活

し、遊び、学んでいる。そして、幼稚園・保

育所・学校等における発達支援の拡充を目

指すため、巡回専門相談員等によるアウト

リーチ支援を重要している。以下には、①

「気になる子ども」の早期対応を目指した

事業（磐田市）、②保育所等訪問支援事業対

象外の子ども含めた発達障害に配慮された

発達支援環境の構築を目指した事業（野田

市）、③幼稚園・保育所等への巡回支援の質

の向上と円滑な連携を目指し ICF システム

を活用した事業（碧南市）の紹介を行う。 

《磐田市の巡回カウンセラー相談》 

静岡県磐田市（人口 16.5万人／令和 5年

度新生児数 891人）は、「こども・若者スマ

イルプラン」を積極的に推進している自治
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体である。例えば、各種検診とそのフォロー

だけでなく、乳幼児全戸訪問や地区保健師

による寄り添い支援を行うなど、こども未

来課を中心に乳児から手厚い施策を展開し

ている。令和６年 12月時点の給付事業の実

績は、概ね児童発達支援の実利用人数 230

人、放課後等デイサービスの実利用人数 590

人、保育所等訪問支援の実利用人数 140 人

である。また、年長児の就学相談として、就

学支援委員会が確認するこどもは年間平均

90人である。 

磐田市では、幼稚園・保育所・学校等への

アウトリーチとして、給付事業である保育

所等訪問支援以外に、こども未来課管轄の

①巡回カウンセラー相談（委託：磐田市発達

支援センター「はあと」心理士実施）、②保

育サポート・学校サポート（こども未来課専

門職員＋委託：「はあと」）、③地域型小規模

園・認可外保育施設を対象とした保育サポ

ート（委託：「はあと」の相談歴のある場合）、

④幼児こどもの教室訪問言語相談（幼児こ

とばの教室指導員）を実施している。また、

静岡県教育委員会が派遣するスクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカーも

市内の学校を訪問している。なお、こども未

来課発達相談グループは、保健師、保育士、

幼稚園教諭、学校教諭、心理士の専門職と事

務職で構成されており、市内の関係機関と

の連携の円滑化・緊密化の実現を図ってい

る。磐田市発達支援センター「はあと」は、

こども未来課発達相談グループと同じ建物

内で、圏域で発達障害等の実績のある社会

福祉法人聖隷福祉事業団が委託を受けてお

り、臨床心理士、言語聴覚士、社会福祉士を

配置している。 

「巡回カウンセラー相談」は、幼稚園・保

育所・学校（小中）等を対象に、いわゆる「気

になる子ども」の早期対応とインクルーシ

ブ保育・教育を推進に特化した事業である。

相談の対象は、保育士・幼稚園教諭・学校教

諭であり、専門の心理士が助言を行う。保護

者同意のない段階で利用が可能であり、同

一事例の継続相談は原則行わない（必要に

応じて他の相談支援の仕組みにつなぐ）。ま

た、児童発達支援や通級指導教室等利用者

は、他の個別相談や訪問支援等の活用を前

提としている。この事業は、年間 260 人程

度（保育所等訪問支援事業の倍近く）の相談

実績がある。 

《野田市の独自の訪問指導事業》 

千葉県野田市（人口 15.4万人／令和 5年

度新生児数 975人）は、保育所等を訪問し、

行動やコミュニケーション面等の発達に課

題のある子への対応、先生たちに対して専

門的な助言・指導を行う事業として令和 5

年下半期より「野田市保育所等訪問指導事

業」をスタートしている。この事業は野田市

子どもの発達相談室の事業として位置づけ

られており、巡回指導については同室の専

門相談員と「社会福祉法人はーとふる」の派

遣心理士（委託）が協働で実施している。 

社会福祉法人はーとふるは、10年前から

野田市で 2 カ所の児童発達支援センターを

運営しており、保育所等訪問支援事業によ

り市内の幼稚園・保育所等の 90％と連携を

行ってきた。これまでの実績から、幼稚園協

会ならびに複数の保育所から、受給者証を

持たない子どもに対して同様の発達障害に

対する専門的な助言・支援の実施を求める

要望が生まれ、巡回指導事業が誕生してい

る（発達障害の専門家として、対象の子ども

の障害特性の的確な把握・助言、幼稚園・保
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育所等の活動参加における的確な配慮事項

と具体的な助言が求められた）。 

訪問指導事業の流れは、幼稚園・保育所等

から市「こども保育課」の所定の書類による

依頼することから始まる。子どもの発達相

談室と「はーとふる」の専門家を派遣し、子

どもの直接観察・聞き取りによるアセスメ

ントを実施し、支援方針会議により幼稚園・

保育所等にフィードバックを行う。事業開

始後、日が浅いため年度単位の実績は整理

できていないが、令和６年度は「はーとふ

る」では年間 125日（750時間相当）の派遣

等を想定して委託契約を行っている。 

訪問指導事業開始後、①幼稚園・保育所等

の訪問指導の手法が子ども発達相談室と共

有化されている、②訪問から専門的療育に

つなぐことが必要と考える子どもの発見と

支援が可能になる、③保育所等訪問支援事

業との協働・連携の可能性が広まる、④就学

相談との連携が図れる等の変化が現れてい

る。一方、「はーとふる」の保育所等訪問支

援事業は継続しており、法人としての専門

職確保と人材養成の必要性が課題として浮

上している。 

《碧南市の巡回支援事業》 

愛知県碧南市（人口 7.3 万人／令和 5 年

度新生児数 509 人）の発達障害児に関係す

る機関は、市立幼稚園・保育園 5 園、私立

11園、放課後児童クラブ 7カ所、児童発達

支援センター1カ所、児童発達支援事業 6カ

所、放課後等デイサービス 12カ所あり、子

ども健康部・子ども課・発達支援係は「保護

者支援（相談、研修、ペアプロ）」「支援者支

援（研修、巡回支援）」「療育事業（未就園の

早期療育親子支援」「事業所支援」を所掌し

ている。しかし、関係機関の連携と子ども状

態像と支援のあり方について、関係者の共

通理解が難しく、市全体の課題として認識

されていた（関係機関の連携・支援会議も子

どもの問題解決に向けての議論が十分でき

ない）。 

そこで、平成 30年度より厚生労働省発達

障害児者地域生活支援モデル事業を活用し、

「ICFを活用した療育支援事業」を開始し、

北海道大学の安達潤先生の協力を得ながら、

共通言語（ICF情報把握・共有ツール）を活

用し、支援関連情報の把握、関係者感の共

有、効果的な支援構築の実践を目指した

[16]。 

ICF情報把握・共有ツールは、子どもの発

達を支える手がかりを見つけるものとして

位置づけ、巡回支援におけるモデル事例に

導入し、検討を進めてきた。例えば「活動と

参加」からは日々の生活の中で、「できるこ

と・できないこと」「できないことに何か工

夫はあるか」「その工夫でどのくらいできる

ようになったか」を考え、「環境因子」から

は日常生活の中で、「支えや助けになってい

る人たち」「生活や活動のしやすさにつなが

る物」「好きで心地よい自然の刺激や環境」

等の支援の手がかりを検討したことで、支

援の質の向上、多領域連携、保護者の変化が

明らかになった。しかし、モデル事例を中心

とした ICF システムの活用だけでは、幼稚

園・保育所・学校等に環境調整支援の概念は

十分広がらなかった。 

そこで、令和２年度から、碧南市の保健

師、心理士、言語聴覚士等の専門職が、ICF

システムの理念を活用したオリジナルの記

録様式を作成、訪問前の事前の提出資料と

した（支援現場で記載しやすい記録様式に

変更）、事前の提出資料を読み込んだ後、碧
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南市専門職が１日の幼稚園・保育所等を訪

問する（子どもの観察、聞き取り、検討会と

４時間程度）。訪問時は、担任だけでなく園

長等の管理者も交えた場面で、今後の支援

のあり方について議論し、最終的に合意し

た支援方針をまとめている。なお、事前に、

園長等には「環境調整支援の考え方」を、担

任等には「事前記録様式の書き方」「記録様

式を活用した個別支援計画の作成方法」に

つての研修を受ける機会も提供している。

これまでの巡回支援は、実際に訪問してか

ら、幼稚園等に今後の支援方針を伝達する

までに月単位の時間を要しており、巡回を

求める幼稚園等のニーズと乖離していた。

また、幼稚園等における「子どもの変化」が

巡回支援の成功の鍵であり、専門用語では

なく（専門的な障害特性に立ち返らない）、

本人視点の具体的な環境調整支援を中心に、

支援方針を競技し、合意を得ている。 

この新たな巡回支援の手法により、幼稚

園等の担任が、「自分たちで新しい支援内容

にたどり着いた」と認識することが増え、

「どんなかかわりがよいか」を自身の体験

ベースで納得・実感でき、さらに「自らのか

かわり方を自然に振り返ること」ができる

ようになったと評価している。また、この記

録様式活用に関するアンケート調査結果

（令和５年度実施／対象加配担当 51人）で

は、①事前研修の理解度：94％が理解でき

た、②初めて記録様式の活用：89％が戸惑い

を感じた、③活用の成果：「子どもを見る視

点」「記録内容が支援の手立てになる」「個別

支援計画に役立つ」「他職員との情報共有が

可能」「保育士自身の気持ちの変化」「保護者

との関係が良くなった」と記載、④活用の苦

慮点：「端的な記録様式の記載」「記録のため

の時間の確保」「場面とかかわりを対に記入」

と回答されており、新しい巡回支援の手法

の浸透が読み取れる。 

（３）義務教育後の多様な進路先 

社会状況の変化から、神奈川県では、県立

高校改革を進めており、第３次改革におい

ては、①生徒の多様性（ダイバーシティ）を

尊重し、個性や能力を伸ばす、質の高い教育

の充実、②魅力ある学校づくりを一層推進

する学校計力の向上、③少子化社会の中で

生徒に望ましい教育を推進する、といった

３つの柱により県立高校の再編・統合を進

めている。図９は、神奈川県立高校（特別支

援学校高等部含む）の設置状況をまとめた

ものである。 

特別支援学校・分教室高等部とは、平成

16年に特別支援学校の過大規模化対策とし

て、１学年 15人学級を３学級編成し、県立

校内に「共に育ち合う教育の場」として設置

している（特別支援学校本校とは知的障害

のみ、自力登校、給食なしといった違いあ

り）。 

図９の全日制・普通科には、平成 28年よ

り「インクルーシブ教育実践推進校」が設置

されており、現在 18校に増えている。各学

級２～３人の知的障害のある生徒（特別募

集枠で連携生徒と呼ぶ）が在籍し、共生社会

の実現を目指している。特徴として、複数担

任制を採用しており、正担任・副担任の他、

連携担任が生徒の学習や生活面、さらに進

路相談を行っている。また、高校卒業資格を

取得できるが、卒業時に発行する調査書に

は「個別教育計画（個別の指導計画）を参考

に個人内評価の考えを踏まえ、目標に準拠

した評価」であるとの文書が記載される。さ

らに、高校３年間を通して、社会生活や就業
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体験活動を組み合わせた進路指導が行われ

る。 

同じく、平成 28年より「クリエイティブ

スクール」が設置されており、現在５校存在

する。障害のある生徒を前提としていない

が、「意欲はあるのに、持てる力を必ずしも

十分発揮できなかった生徒を積極的に受入

れ、社会で必要な実践力を育む」ことを目的

としている。特徴として、①入学選抜は面接

中心で、調査書や学力検査は行わない、②

「まなベース（自習室）」と「カフェ（図書

室）」の学内設置、③朝食提供事業、④若者

サポートステーションとび連携等がある

[17]。学力不信や不登校の知的障害・発達障

害のある中学生にとっても、進路先のひと

つになっている。 

また、平成 29年より通級指導教室を設置

する高校が誕生し、現在６校で設置されて

いる。通級指導教室は、発達障害等のある生

徒が、通常の学級で共に学びながら、学習

上、生活上の困難の軽減・克服するために必

要な自立活動の指導を行うことを目的とし

ており、個別の指導計画が作成される。６校

のうち、１校は他校通級が可能となってい

るが、時間割の調整や移動距離等、小中学校

と同様の運用は容易ではない。 

神奈川県では、特別支援学校・分教室高等

部が 20 年以上前から設置されたこともあ

り、知的障害・発達障害のある生徒を中心

に、インクルーシブ教育の現場が広がりつ

つある。また、私立の通信制高校やサポート

校も県内に多数存在しており、義務教育終

了後の進路選択に悩む子ども・家族も増え

ている。 

「横浜市学齢後期発達相談室くらす」に

おける令和４年度に中学校卒業生の進路

（把握している 36 人）を表４にまとめた。

単年度の少ないサンプル数ではあるが、知

的障害・発達障害のある子どもの義務教育

後の進路の多様性の一端を知ることができ

る。表４では集計で規定長い、公立高校全日

制の中には、「インクルーシブ教育実践推進

校」「クリエイティブスクール」「通級指導教

室（の利用）」も含まれる。また、進路の支

援においては、通学方法や公共交通機関の

移動方法、具体的な高校名による選択も検

討する必要がある。一人ひとりの生徒の希

望、通学を含め障害特性との相性、進路先情

報の入手と理解、家族の希望（経済面含む）

等、進路（進学）に向けて丁寧な支援が必要

になってきている。 

 

表４．発達障害児の義務教育後の進路 

中学校在籍別 進路先 

公立中学校   21人 

 

公立高校全日制  9人 

公立定時・通信制 12人 

私立中学校    6人 私立高校（内部） 6人 

中学校（通級利用）3人 公立高校全日制  1人 

公立定時・通信制  2人 

中学校（特別支援）5人 公立定時・通信制  2人 

特別支援学校   3人 

特別支援学校   1人 特別支援学校   1人 

 

表５．発達障害児の高校卒業年齢の進路 

高校在籍別 進路先 

公立高校全日制 13人 

 

大学      10人 

専門学校     2人 

浪人       1人 

公立高校定時通信10人 大学       2人 

専門学校     3人 

自立訓練     2人 

就職       1人 

在宅       2人 

特別支援学校   3人 就職        2人 

生活介護      2人 

（在宅）     1人 相談支援（基幹）  1人 

 

表５には、「横浜市学齢後期発達相談室く
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らす」における令和４年度に高校卒業生の

進路（把握している 27 人）をまとめた。高

校卒業後の進路も、さらに多様であり、その

選択において、丁寧な支援が必要になって

きている。 

図 10は、雇用されている障害者の障害種

別推移をまとめたものである。元データと

なる障害者雇用実態調査は、厚生労働省が

５年毎に実施している一般統計調査であり、

全国の５人以上雇用している事業所（約 194

万事業所）を地域、事業所規模、産業別に一

定の精度保つように無作為抽出して障害者

雇用数を推計している[18]。発達障害につ

いては、平成 30年（2018年）より集計され

ている。直近の令和 5 年調査では、全国の

障害者雇用数は 110.7 万人と推計しており、

そのうち発達障害が 9.1 万人、精神障害が

21.5万人、知的障害が 27.5万人、身体障害

52.6 万人と最近 15 年間は急激に増加して

いる。図１で障害福祉サービス等を利用者

する知的障害・発達障害児者の増加傾向が

推測できるが、企業等に雇用される障害者

数の増加傾向も 20年間継続している。もち

ろん、雇用形態や給与面における差別の禁

止、そして合理的配慮提供が求められる時

代である。 

 

Ｄ．考察 

本年度は、令和５年度子ども・子育て支援

等推進調査研究事業「発達障害児とその家

族のＱＯＬを維持する市区町村の支援体制

に関する調査研究」の結果ならびに最近の

こども家庭庁、厚生労働省、文部科学省等で

公表されている資料を整理した内容を元に、

「オンライン会議形式報告会」「研究報告会」

を開催し、全国の市区町村等において知的

障害・発達障害児の支援ならびに体制整備

のあり方について情報交換を行った。また、

これらの機会を通じて、市区町村の支援体

制整備に関心のある組織・人材とのネット

ワークが広がった。この「オンライン会議形

式報告会」「研究報告会」は今後も継続し、

市区町村や都道府県の支援体制整備の取組

みについて、より多くの地域、より詳細な情

報収集と議論を行っていく予定である。そ

して、このネットワークの拡大が、スタート

アップマニュアル作成に向けての重要な資

源になると考えている。 

また、スタートアップマニュアル作成に

向けて議論が不足している視点は多い。例

えば、それぞれの市区町村の単独あるいは

複数の施策を評価する前提として、市区町

村単位の支援体制構築を評価するツール

（Q-SACCS等）を活用した全体像の評価結果

を参照する必要がある。市区町村の支援体

制構築は、当然、地方自治体の規模や経済・

産業的特徴との関連性が強く、さらに地理

あるいは歴史的な特徴も重要である。地域

における民間の知的障害・発達障害支援に

携わる組織や中核的な専門職等と市区町村

との連携方法、都道府県や圏域といった市

区町村の施策を支える仕組みも重要な視点

である。 

そして、市区町村における障害者計画・障

害福祉計画とその立案プロセスに関与する

相談支援体制の役割（小澤班研究）、知的障

害・発達障害のある子ども・家族の QOL（安

達班、新澤班、内山班、本田班）との関連性

について、引き続き考察する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 知的障害・発達障害児に対する市区町村
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における支援対象者が急激に増えている。

図１の全国の障害福祉サービス等における

障害児の利用者数の推移が、この急激な増

加を表している。新生児の出生数が減少し

ているにもかかわらず、発達支援に携わる

医療、教育、福祉関係者はこの変化に対応が

迫られており、多くの市区町村において、支

援体制整備の改定ないし拡張を検討してい

る。 

本研究では、市区町村におけるライフス

テージごとの課題を４つに整理し（障害児

の急増と生物学的障害、社会が担う発達障

害、就学児・在学中の教育と福祉の連携、思

春期から成人期への移行）、11項目のより詳

細な課題を設定した。また、全国の各地域の

実践から、最近の取組として「専門医の診療

待機の短縮」「巡回専門相談員や保育所等訪

問支援の役割と専門性」「義務教育後の多様

な進路先」を取り上げた。 

今後、市区町村向けのスタートアップマ

ニュアル作成に向けて、今年度実施した「オ

ンライン会議形式報告課」「研究報告会」を

通した全国のネットワークは非常に重要で

あり、次年度移行も継続的に企画し、ネット

ワークの拡大を目指していく。また、十分に

議論されていないテーマがいくつも残って

おり、次年度以降の研究として持ち越され

ている。 

 

Ｆ．健康危険情報  

特記すべき事項なし 

 

G. 研究発表  

1. 論文発表なし 

2. 学会発表なし  

 

H．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 なし  

2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし 
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（図１）障害福祉サービス等の利用者数の推移 

社会保障審議会障害者部会 第141回（令和6年7月4日）資料より 

 

 

（図２）保育所等待機児童数及び保育所等利用率の推移 
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（図３）特別支援学校等の児童生徒の増加の状況 

 

 

 
（図４）特別支援学校の卒業生と卒業後の就職者数（卒業率）の推移 

文部科学省「学校基本調査」「卒業後の状況調査票：特別支援学校高等部」より筆者作成 
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（図５）通信制高等学校の生徒数（公私別推移） 

 

 

（図６）障害学生数と障害学生在籍率 
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（図７）愛媛県中予圏域における保育園等における発達障害と気になる子どもの割合 

 

 

 

（図８）横浜市の地域療育センターにおける初診件数と発達障害診断件数の推移 
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（図９）神奈川県立高校及び特別支援学校の設置状況（渡部匡隆先生発表資料から） 

 

 

 

（図10）障害者雇用の推移（障害者雇用実態調査から筆者作成） 
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こども家庭科学研究費補助金・成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

  

分担研究報告書 

相談支援体制に関する調査研究 

研究分担者 小澤 温  筑波大学 教授 

 

 

研究協力者（氏名・所属機関） 

中澤 若菜 神奈川県総合リハビリテーシ

ョンセンター 

望月 太敦 杉並区立重症心身障害児通所

施設わかば 

小河 周平 株式会社・リニエＲ 

永野 叙子 筑波大学 

平田 真基 NPO法人ほっとプラス 

加藤 翼  株式会社 Loving Look 

大塚 栄子 植草学園大学 

 

Ａ．研究目的 

本研究は、知的障害・発達障害児が QOLを

低下させることなく成人期に至る（メンタ

ルヘルスの問題や強度行動障害等の著しい

支援の困難さが表面化しない）要因を明ら 

かにし、市区町村における多領域・多職種に 

よるライフステージを通じて切れ目のない 

 

支援体制を構築するためのスタートアップ

マニュアルの作成を目的とする。発達障害

者支援法施行後、発達障害児やその家族を

対象としたいくつもの「支援手法の開発」

「就労支援の促進」「支援体制整備」等の施

策が生まれ、全国の都道府県、市区町村で

様々な取り組みが行われてきた。また、ライ

フステージに応じた切れ目のない支援体制

構築を自ら評価し、課題整理することを目

的とした Q-SACCS が開発され（本田、2023

年）、活用事例の報告も増えてきた。他方、

ICF情報把握・共有システムを活用し、知的

障害・発達障害児の日常生活の困難さを把

握するツールも開発されているが、長期的

な QOL 維持やウェルビーイングからの検証

は行われていない。また、地域の中核拠点と

しての役割が求められる児童発達支援セン

ターは、その一元化と地域の発達支援に関

研究要旨  

本研究では、全国の市区町村の中で先駆的に相談支援体制整備に取り組んでいる自治体に

焦点をあて、行政関係者、児童発達支援センター、相談支援事業所等への調査を行い、体制

整備に寄与する要因を検討する。児童発達支援分野の相談支援体制の整備や児童発達支援セ

ンターの一元化に伴う課題等について、中核機能としての加算を申請しているＡ市の4カ所の

児童発達支援センターの職員にヒアリング調査を実施した。その結果、児童発達支援センタ

ーの中核的役割とは、制度的な基準を満たすだけでなく、地域の中で子どもや保護者、保育・

教育機関をつなぎ支え合う「ハブ」として機能が求められていた。ゆえに、専門性と柔軟性

をもつ人材の育成・確保、現場の実践と制度の乖離を埋める具体的な仕組み、さらに児童発

達支援センターが「中核的機能」の拠点として認識される社会の形成が必要である。 
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事業所 人数 職種 

Ｂ 3 名 管理職・児童発達支援管理

責任者・相談支援専門員 

Ｃ 3 名 管理職・児童発達支援管理

責任者・保育士 

Ｄ 1 名 管理職 

Ｅ 2 名 管理職・リハ職 

 

する入口としての相談機能としてさらなる

相談支援の充実が必要とされながら、相談

件数が増加し続けている状況である。中核

機能では、地域の発達支援に関する入り口

としての相談機能を明記しており、相談支

援の充実の必要性が高まっている。一方で、

相談件数が増加し続けている現状と、加え

て、国が示す児童発達支援センターの中核

機能では、チームアプローチによる社会資

源の活用が重要とされるが、具体的に社会

資源とどのようにつなぎ、活用するかにつ

いての詳細な指針は示されていない。 

地域特性を活かした社会資源の活用プロ

セスを解明することは重要であり、本研究

では、全国の市区町村の中で先駆的に相談

支援体制整備に取り組んでいる自治体に焦

点をあて、行政関係者、児童発達支援センタ

ー、相談支援事業所等への調査を行い、体制

整備に寄与する要因を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

児童発達支援分野の相談支援体制の整備

や児童発達支援センターの一元化に伴う課

題等について、中核機能強化加算を申請し

ているＡ市の4カ所の児童発達支援センタ

ーの職員にヒアリング調査を実施した。 

 3つの質問項目を中心に約60分の対面で

のヒアリングを実施し意見を収集した。 

1．ライフステージに応じた連携 

2．児童発達支援センターの中核的役割 

3．相談支援のあり方 

調査対象は、右上図のとおりである。 

ヒアリングの内容は調査対象者の同意を

得てICレコーダーで録音し、得られた録音

テータから逐語録を作成し、収集した意見

等の要点をまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

筑波大学人間系研究倫理委員会の倫理規

定を遵守し、事前に文書でプライバシーの

保護について説明した。本調査においては、

個人情報の取得を行わず、対象者の意見の

みを聴取し、ヒアリングに協力いただくこ

とで、本研究への参加に同意を得たものと

みなした。 

 

Ｃ．研究結果 

ヒアリングに参加した職員は、主に施設

管理者や児童発達支援管理責任者であり、

職種は、保育士、社会福祉士、看護師、理学

療法士、作業療法士などであった。 

1. ライフステージに応じた連携 

【B児童発達支援センター】 

・2歳から就学前までの児童を対象に、遊び

を中心とした活動を通じて、食事や着脱

など基本的な生活習慣の獲得を支援して

いる。就学に向けた支援として、各児童の

発達状況に応じた就学前相談を毎年秋頃

に実施しているが、支援学校等の見学が

春（4～5月）に開始されることから、進路

選択に関する支援は年々早期化している。 

・利用児童の多くは他施設との併用が少な

く、進学先となる小学校との情報共有や

引き継ぎを重視して取り組んでいる。さ

らに、必要に応じて幼稚園・保育園等との



29 

 

連携も行い、児童の支援体制の充実に努

めている。地域の保育所や幼稚園からの

途中での移行は1割程度である。 

・卒園を迎える児童に対して、次の進路先で

も支援が継続されるよう、「サポートブッ

ク」の作成を支援している。作成にあたっ

ては、保護者に対して作成方法の説明を

行い、各家庭で主体的に作成する形をと

っている。作成の参考として、施設独自の

フォーマットも提供している。サポート

ブック作成については、保護者の意向を

尊重し、作成するかどうかは本人に任せ

ている。意欲的な保護者は特にサポート

が不要な場合が多いが、初めて作成する

場合がほとんどであるため、園での様子

を踏まえて必要に応じて声かけを行って

いる。作成に困難がある場合（例：パソコ

ンがない、他で同様の書類を作成してい

る等）は、普段関わりのあるスタッフが状

況を聞き取りながらサポートしている。 

・子どもたちは基本的に毎日通園する中で、

障害があっても成長しているはずだと信

じたい。ただ、その成長が目に見える形で

現れるのは、学校に進学してから一気に

花開くこともあるため、通園期間中に成

果がはっきり分からないこともある。実

際、相談支援で話を聞くと、通園していた

時期が一番大変だったと振り返る保護者

が多く、特に親になって間もない頃に障

害と向き合うことへの葛藤が大きかった

とされる。しかし、小学校入学後に子ども

たちが落ち着き、例えば給食を食べるよ

うになるなどの変化がよく見られる。そ

のため、通園期間は子どもの力を蓄える

大事な時期であり、保護者も後になって

子どもと自分たちの成長を実感できるの

だと考えている。 

【C児童発達支援センター】 

・就学前の子どもたち（0歳から就学前まで）

が通う施設で、カリキュラムは保育士が主

体となり、年齢別クラスと異年齢混合クラ

ス（縦割り）を取り入れている。施設は福

祉型（児童発達支援）であり、基本は療育

を行い、医療的支援も一部取り入れつつ、

子どもたちが遊び中心に過ごせる環境を

重視している。健康状態を保ちながら通園

することを前提とし、現在は親子通園を基

本としつつ、単独での時間も一部取り入れ

ている。こうした方針は長年継続して実施

されている。 

・併行通園を行う児童は年々増加傾向にあ

り、とくに今年度は3・4・5歳児の利用が

多い。一方で、併行通園が叶わなかった児

童も一部見られ、年度ごとに変動がある

状況である。担当職員は、必要に応じて保

育所等訪問支援も実施しており、主に運

動会や生活発表会、プール活動、新年度当

初の友人・教員関係の構築期などに訪問

を行っている。訪問先で得た良い実践事

例をCセンターの保育に活かす取り組み

も行っている。 

・就学を控えた児童については、地域の小学

校や支援学校を見学し、進学後の生活をイ

メージできる機会を設けている。また、コ

ロナ禍を経て、今年度からは近隣の保育園

との交流会を再開し、これまでに3回実施、

さらに5歳児クラスを対象とした交流をあ

と1回予定しており、地域との連携も積極 

的に進めている。 

【D児童発達支援センター】 

・就学後は園に来る頻度が減るため、地域

の相談支援への移行を勧めているが、移
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行がスムーズな家庭と継続を希望する家

庭があり、無理に移行させることはして

いない。 リハビリのために必ず来る機会

があるため、定期的なモニタリングが可

能。保護者にとっても、予約や訪問準備が

必要な地域の相談支援よりも、園の方が

相談しやすいと感じている。   

・一方で、園の障害児相談支援事業では就

労支援が弱く、計画相談も行っていない

ため、地域の支援を活用する重要性を伝

え、年齢に応じた将来の見通しを持てる

ようにすることを意識している。 

【E児童発達支援センター】 

・児童発達支援センターは、家庭から初め

て通う場としての役割を果たしており、

年齢が低いうちから幼稚園や保育所に通

う子どもも増えている。最近では、集団生

活の中で課題が見えてくる子どもを受け

入れることが増加している。   

・通園は就学前までで、相談支援も基本的

に就学までが中心。就学後は居住区に近

い事業所へつなぐ方針。Eセンターには広

い地域から通園しているこどもが多く、

就学の際に地域の事業所へつないでいる。   

・6カ月頃から入園の問い合わせもあるが、

より効果的なプログラムの時期を保護者

に説明している。また、1歳半頃であれば

小規模保育所の方が適している場合もあ

り、3歳頃までは問題が目立ちにくい子ど

もが多い。年少以降は集団生活が本格化

し、特性に応じた対応が必要になるため、

通園の受け入れを行う。   

・併行通園については、秋に進路懇談を実

施し、保護者の希望や目的を聞き取る。就

学前のフォローとして保育所訪問を実施

している。必要であれば、卒園後も地域の

幼稚園や保育所に通う子どもも対象。 

・就学後の連携では、小学校の先生が来園

する、または E センターの職員が地域の

会議に参加する場合もあるが、相互の関

係構築には課題がある。   

・卒園後も「相談においで」と声をかけるこ

とで安心感を提供。秋祭りなどのイベン

トを通じて卒園児の近況を確認し、気に

なることがあれば対応している。卒園児

は契約外のため報酬は発生しないが、継

続的なつながりを大切にしている。 

 

2. 児童発達支援センターの中核的役割 

【B児童発達支援センター】 

・A市の委託による療育支援事業では、臨床

心理士が訪問支援を行い、そこから支援

機関につながるケースもある。多くの場

合、保護者が子どもの発達課題に気づき

始めたタイミングで、園長などからの勧

めで相談につながる。 

・訪問支援は、保護者と園（所属先）の先生

との関係性を改善・調整する役割も担っ

ている。 

・人材確保は最大の課題であり、国の基準

に基づき専任職員を必ず 1 名以上配置す

る必要があるが、これには一定のスキル

や資格を有する人材の確保が求められる。

現場では、職員のスキルアップや資格取

得を進めていく必要があるが、一方で現

行の報酬体系では高いスキルを持つ人材

を十分に雇用することが困難である。 

中核機能強化加算については取得してい

るものの、実際に必要な人材を配置する

ことは難しく、現在は児童発達支援管理

責任者が中心的な役割を担っている。今

後、中核機能を果たす新たな人材を確保
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することが求められるが、実際には採用

が厳しい状況である。 

・加算取得に必要な人材を確保することは

現実的に難しく、適格な人材を迅速に雇

用できる状況にはない。加算ごとに要件

を満たすための対応を求められる現行制

度は、現場にとって高いハードルとなっ

ている。 

・さらに、A市に限らず、全国的に放課後等

デイサービスや児童発達支援事業所が急

増しており、質の高い支援体制の維持・向

上が課題となっている。社会福祉法人と

して地域全体の支援水準を底上げする役

割を求められているが、全ての事業所に

対して責任を負うことには限界がある。

また、行政から認定を受けた団体であっ

ても、その「お墨付き」の実効性や、地域

における支援の質の向上にどこまで寄与

できるかについては疑問が残る。人材確

保の難しさに加え、事業所数の増加によ

る支援の質の低下も懸念されており、単

に研修の実施だけで十分な質的向上を図

ることは難しいのではないか。 

【C児童発達支援センター】 

・インクルーシブ教育を進めるためにも、児

童発達支援センターで「卒園」を目指すの

ではなく、早期から相談支援を行い、成長

に応じて地域生活につなげていくことが

本来の役割だと考えている。よって、子ど

もたちが卒園まで在籍することを前提と

するのではなく、できる限り地域社会へ

のインクルーシブな移行を促進する方針

を取っている。従来、通所事業所は障害の

ある子どもたちの幼稚園・保育所のよう

な位置づけで、年長児まで在籍する形が

一般的であったが、児童発達支援が障害

福祉の契約サービスへと移行した時点で、

早期に相談支援を行い、子どもの成長に

応じた段階で地域の生活へつなげていく

ことが施設の本来の役割であると考えて

いる。通所事業所のように幼稚園代わり

に通う形ではなく、地域資源と並行して

支援するべきである。 

・一方で、民間運営では経営的な課題も大き

く、手厚い支援を続けるには経済的に非常

に厳しい現実もある。 

・専門分野だけでなく、地域や定型発達の子

どもたちとの関わりの経験を持つ職員も

必要だと感じている。専門性に優れる職員

だけでは柔軟さやチャレンジ精神が不足

することがあり、地域経験のある職員との

協働がよい影響を生む。 

・保育所等訪問支援は件数は少ないが、現場 

で子どもの様子を見ながら適切なアドバ

イスをすることで、実践的な支援につなが

っている。例えば、子どもが地域でどのよ

うに過ごしているかを客観的に観察し、2

〜3個の支援方法を提案している。保育所

の先生たちがその中から取り組みを選び、

実践してもらっている。Cセンターでの子

どもの姿と地域での姿には違いがみられ

ることもあり、地域での対応は当センター

での取り組みを参考にしつつ提案してい

る。時には保護者から「良かった」との反

応が返ってくることもあり、保育所や幼稚

園の先生たちとも連携し、子どもの育ちを

支えている。さらにケーススタディーを重

 ねることで先生同士のつながりが生まれ、

 互いにスキルアップしていけると期待し

 ているが、すぐには進まないが、続けるこ

とで徐々に広がっていく可能性があると

感じている。 
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【D児童発達支援センター】 

・児童発達支援センターとして地域貢献の

意識が強く、中核機能の加算については

保育所等訪問支援や事業所との連携、専

門職員の配置を通じて、子どもたちのた

めにと納得して支援を行っている。 

・地域の捉え方によるが、A市では保育所で

の受け入れが比較的良いものの、加配の

職員の確保が困難で受け入れが難しいケ

ースがある。その場合、入所が叶わず園に

残るか、デイサービスを増やすかの選択

を迫られるが、デイサービスを増やして

も子ども同士の集団が作れないため、園

での関わりを大切にすることが求められ

る。医療的ケアが必要な児童については、

看護師の配置がなければ受け入れが困難

である。たとえ酸素使用のみの医療的ケ

アであっても、機器の位置ずれ等が発生

した際には看護師以外が対応することが

できないため、看護師が勤務している日

に限り登園が可能という状況である。医

療的ケア児の参加の保障は地域によって

差があり、支援の在り方も異なる。 

・地域の学校は当園をよく知っており、長年

の付き合いがあるが、新しくできた事業

所は当園を知らない場合もあり連携が課

題であった。自立支援協議会に積極的に

参加するようになり、それを軸に保育所

以外の事業所とも学び合う場を作るため、

研修会を企画するようになった。中核機

能を担うことで、より有効に展開できる

ようになり、事業所側も関心を持つきっ

かけが生まれた。タイミングを見計らい

ながら中核機能強化加算の取得を進め、

その資金を活用して地域全体に還元した

い。個別給付の仕組みで成り立っている

ため、ここを利用する人たちが中核機能

強化加算の資金を負担しており、何らか

の形で地域に還元したいという思いがあ

る。地域の旗振り役としての意識と意欲

を持ち、その役割を果たしていく考えで

ある。一方で施設によって対応は異なり、

ある市では「やらなくていい」と言われる

こともあるが、Dセンターとしてはこの役

割を担うことに誇りを持っている。民間

施設として人員配置を行い、地域への貢

献を重視し、入口としての相談支援や保

育所等訪問、事業所との連携、専門職員の

配置などを工夫しながら、子どもたちの

ために納得のいく形で活用している。 

・事業所によって中核機能強化加算の推進

度や課題感、うまくいかない要因は異な

るが、「自分たちは中核機能を発揮できて

いる」と認識している一方で、それによる

加算を取るかどうかはまた別の話となる。

何が違うのかを考える中で、CDSに入って

いたことで、こども家庭庁の施策が本格

的に動く前の段階から話を聞く機会があ

り、何度も説明を受けてきた。さらに、地

方圏内で中核機能に関する研修会を実施

し、こども家庭庁の担当者にも参加を依

頼し、実践者の話や事業所から見た中核

機能のニーズについての議論を含めた三

本立ての研修も実施した。知識の習得だ

けでなく、なぜこの仕組みが作られたの

かを理解することで、中核機能を積極的

に推進する意識が高まり、それが自身の

使命として突き進む要因となっている。

また、母親と直接話す機会がある中で、子

どもや母親の次の生活を考えると、自分

たちの施設だけでは十分でなく、単に「ど

こが良いか」を探すのではなく、子どもた
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ちが育っていく社会全体がより良くなら

なければ、親子が過ごしやすい環境には

ならないと実感している。長いライフス

パンで子どもたちを支援できる施設を持

つ法人であれば状況が異なるかもしれな

いが、当園のように必ず次の施設へ引き

継ぐ必要がある場合、自然とその視点を

持たざるを得ず、絶対に連携が不可欠に

なる。 

【E児童発達支援センター】 

・区の自立支援協議会こども部会の運営に

関わり、児童発達支援事業所向けの研修

会を今年度から試験的に実施している。

発達障害や自閉傾向向けの研修は多いが、

保育全般に関する研修が少ないという声

を受け、相談への助言も行い、障害児等療

育支援事業を活用して保育所や幼稚園へ

の施設支援も実施している。 

・A市では専門療育の制度もあり、児童発達

支援センターを受託している事業所の中

には、ペアレントトレーニングについて

助成を受け実施しているところもある。

しかし、行政の介入があると動きにくく

なるジレンマも抱えている。 

 

3. 相談支援のあり方 

【B児童発達支援センター】 

・複数の課題が絡み合う複雑なケースにお

いては、保護者や本人の問題、進路に関す

る課題などが重層的に存在するため、関

係機関の担当者が一堂に会して情報共有

を行い、役割分担や支援方針について協

議する機会を設けている。こうした連携

は、単独施設で対応することが困難な状

況において特に重要である。 

・一方で、深刻な課題（不登校や虐待事例な

ど）が関与しない限り、大規模な連携体制

が求められることは少なく、通常の支援

においては必要に応じて密な連絡を取り

合うにとどまる。要保護児童対策地域協

議会に報告が必要な事例は限られている

ものの、その手前の段階に相当する課題

については、適宜連携を図り対応してい

る。また、学齢期の児童においては本人の

意向や主体性も支援計画に大きく影響す

るため、学校側との連携のもとで支援方

針を調整する必要があると考えている。 

【C児童発達支援センター】 

・A市では区ごとに基幹相談支援センターが

設置されており、子ども関連の自立支援

協議会も各区で運営されているが、熱心

さには差がある。センターが機能してい

ないと事業者が独自に動き、情報共有が

うまくいかないことがある。中核機能と

しては、すべてを担うのではなく、関係機

関をつなぐ「コーディネート役」が求めら

れている。 児童発達支援センターがある

区内では比較的うまく連携が取れている

が、今後はより広く周知する必要がある。 

・地域に移行した後もうまく適応できない

子どもが多く、Cセンター以外の子どもた

ちからもそうした声が届いている。その

ため、当センターとしてもライフステー

ジに応じた支援を続ける意識を持ってい

る。具体例として、医療的ケア児が学校で

必要な機器を持ち運ばずに済むよう配慮

を求めたり、学校の受け入れ体制につい

て関係部署に働きかけたりしている。行

政の対応には時間がかかるが、学校現場

では人員配置など一定の改善努力が見ら

れる。 

・Cセンターを卒園した子どもが、同法人の
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相談支援を引き続き受けるケースもあり、

必要に応じて保育士や児発管が学校移行

前の情報提供やサービス担当者会議に参

加している。特に卒園後1年間は、保育士

が学校側に重要な情報を引き継ぐ役割も

担っている。放課後等デイサービスの関

係者も加わり、情報共有が行われるが、卒

園後は連絡の頻度が減る傾向にある。そ

れでも、リハビリスタッフからの情報を

もとに定期的な連携や会議は継続して行

っている。 

・多くの家庭はリハビリを継続しているた

め、その中で子どもや保護者と関わり続

けている。支援は特別な介入ではなく、寄

り添うことで保護者が気持ちを整理でき

るようにすることが多い。必要に応じて

卒園後のフォローアップをスタッフ間で

検討することもあり、利用者とのつなが

りは卒園後も強く、成長を共に喜び合う

ような関係性が自然に続いている。 

・中学校・高校に進学する段階においても育

児の悩みはあるが、それ以上に子どもが

小さい時にはわからないことが多く不安

を抱えている。Cセンターでの支援を通じ

親へ「今はしんどいかもしれないが、将来

的にはこういう時が来る」ということを

伝えられる。これにより、親は勇気を持っ

て新しいことに挑戦しようと思えるよう

になるのではないか。 

・子どもたち自身がCセンターで楽しく過ご

せなければ通いたくないし、親も一緒に楽

しめなければ意味がない。Cセンターでの

楽しい経験が、地域で友達と関わる動機付

けになれば理想的であり、親も地域参加に

対して前向きになれる。何かあった時には

いつでも応援や相談に乗るというメッセ

ージを送り、親子がドキドキしながらもワ

クワクした気持ちで地域に参加できるよ

うに支えたいと考えている。 

【D児童発達支援センター】 

・計画相談の利用は半々で、受給者証の取得

には選定に1ヶ月、聞き取りにさらに1ヶ月

を要し、即時対応が困難な状況である。す

ぐに支援を受けたい人には、まずセルフプ

ランで対応し、継続してフォローし道筋を

つけている。最初から受給者証を取得して

いるケースもあるが、背景には病院の医療

相談室や地域連携室が準備を整え、地域に

送り出していると推察される。母親たちは

その手続きを通じて、現実を受け入れよう

としているのかもしれない。 

・地域相談支援への移行については、就学後

園に通う頻度が減るため、地域の相談支援

に移行を推奨しているが、継続を希望する

場合もあり移行については無理強いをせ

ず経過をみている。 

・園では定期的にモニタリングを実施し、リ

ハビリに必ず来るため、母親たちは「いつ

でも相談できる」と感じている。地域支援

に比べ、園の支援は使い勝手が良いと感じ

る親が多い。一方で、園の障害児相談支援

事業は就労支援に弱く、計画相談も行って

いないため、地域で支援を受ける重要性を

伝えている。年齢に応じた見通しを立てる

ことを意識している。 

・学童期には、地域での就労支援を積極的に

受ける必要があることを伝え、計画相談

が必要な場合には地域の支援を利用する

ように促している。 

・学校から発達障害のお子さんに関する相

談を受けることもある。保育所等訪問事

業での支援が適切な場合、利用を保護者
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へ提案。個別訪問も選択肢だが、具体的な

悩みがある場合は個別相談なので保育所

等訪問事業が良い場合もある。 

・難聴児に対しては、学校全体やクラスに補

聴器、人工内耳、ロジャー等の理解を深め

てもらう必要があり、学校側に訪問し協

力を仰ぐ。Ｄの併設園には全圏域から来

ているため、療育等訪問事業は利用でき

ないが、必要であれば加算を取らずに訪

問を実施している。 

・家庭自体に子育ての力が十分でないケー

スも多く、特に一人親や双子を育ててい

る家庭では、家庭内が常に大変な状態に

あることが多い。ヘルパーが子どものた

めに伝えたことでも、母親にとっては受

け入れがたい場合もあり、そのような状

況では保育所との連携が必要不可欠とな

る。保健師、ヘルパー、訪問看護師と相談

しながら、相談支援を軸としたサービス

担当者会議を開くこともあるが、全ての

ケースで一律に実施されるわけではない。

園長が直接保健師に連絡することもあり

保健師の気づきが少ないケースも見受け

られる。地区の担当保健師は9名いるもの

の、母親たちの多くが働いており、連絡し

ても繋がらないことが多く、実際に大変

な状況であっても伝わりにくい。母親側

から保健師にSOSを出すケースはほとん

どなく、園の職員が日常的に最も接する

立場であるため、その役割を担う必要が

あり、最終的に園から保健師へつなげる

形を取ることが求められる。 

【E児童発達支援センター】 

・支援の主な考え方は、訓練効果だけでなく

保護者が「安心していられる場所」である

ことを大切にしている。保護者支援の取り

組みとしては、保護者会活動や卒園後の保

護者同士の繋がりを促進しており、成人を

祝う会を開催して20歳の時に再会する機

会を提供している。また、法人内の生活介

護や就労支援を通じて、E出身の人たちが

再び繋がる場を作り、長期的な支援を行っ

ている。 

・相談支援事業所の相談員がいる場合とセ

ルフプランでの支援では、児童発達支援管

理責任者の立場から言えば、基本的には関

わり方に大きな違いはない。しかし、事業

所によっては、保護者としか関わらず、Eセ

ンターに対してのモニタリングが十分で

ない場合もある。セルフの場合は、保護者

のニーズをしっかり聞き取り、特に就学の

タイミングや長期休暇時の準備状況の確

認が重要で、信頼できる支援機関を一緒に

探したり、社会資源の説明を行うことが求

められる。保護者同士の繋がりがある場合

はスムーズだが、苦手な保護者もいるため、

そのような場合にはより手厚い支援が必

要となる。 

 

Ｄ．考察 

1. ライフステージに応じた連携 

児童発達支援センターでは、就学前の療

育のみならず、子どもと家族のライフステ

ージに応じた切れ目のない「つなげる役割」

が求められている。各児童発達支援センタ

ーは、成長の節目ごとに適切な支援と情報

提供を行い、地域とのつながりを意識した

移行支援を展開していた。 

「次のライフステージにつなぐ」支援は、そ

の在り方や強みは施設の役割や特性、地域

資源との関係性によって異なっている。い

ずれの児童発達支援センターでも就学移行
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期における情報の共有化と、「保護者が抱え

る不安」への継続的な寄り添いを実践して

いた。それぞれの児童発達支援センターで

は、卒園＝支援の終結ではなく、「次の繋が

りへの助走期間」と捉え、支援の切れ目をつ

くらぬよう努めていると推察された。また、

子どもの発達段階に応じた多様な支援体制

と、保護者との信頼関係の構築に力を入れ

ており、特に就学前後の支援では、制度の枠

を超えた柔軟な対応や、関係機関とのより

円滑な連携を意識し取り組んでいた。  

一方で、制度的な支援期間の区切りや中

核機能強化加算対象の範囲などが、現場の

柔軟な支援を難しくしている側面もあり、

相談支援機関や学校との連携が仕組みとし

て位置づけられる体制整備が必要であると

推察された。また、保護者が直面する課題に

対して柔軟に対応できるよう、児童発達支

援センターと地域資源の円滑な連携と、保

護者が自ら動けるように促しつつも、必要

な時には寄り添い孤立させない支援が求め

られる。 

2. 児童発達支援センターの中核的役割 

国が示す児童発達支援センターの中核機

能では、チームアプローチによる社会資源

の活用が重要とされるが、具体的に社会資

源とどのようにつなぎ、活用するかについ

ての詳細な指針は示されておらず、その実

現には制度的・構造的な課題が存在してい

ることが明らかになった。 

 まず共通する課題として、「人材確保の困

難さ」が挙げられた。国の定める中核機能強

化加算を取得するためには、一定の専門職

の配置が求められるが、現行の報酬体系で

はその要件を満たす人材を安定的に確保し

維持することが難しく、「必要な人材を確保

したくてもできない」現実と向き合ってい

た。現場では、児童発達支援管理責任者が実

質的な中核的役割を兼務するケースもあり、

中核機能の取得・維持のための人材要件が、

現場にとって制度的なハードルになってい

ることが推察された。 

次に地域における児童発達支援センター

の役割として、園の「卒園」を一区切りとす

るのではなく、もっと早い段階から相談支

援を行い、地域でその子らしく暮らしてい

くことへの「つながり」を大切にする視点を

持った実践が展開されていた。ある児童発

達支援センターでは、施設を単なる「通いの

場」と捉えるのではなく、地域での生活へと

つなげる「準備の場」として位置づけ、保護

者や地域の保育所と協力し、その子に合っ

た形の支援を実践していた。このような取

り組みは、児童発達支援センターが単なる

「通所施設」ではなく、「地域の子どもたち

の発達支援の中核」としての機能を果たし

ていると考えらえる。 

 また、二つの児童発達支援センターの実

践では、「地域全体の支援水準を上げる」「他

事業所とのネットワークの形成」に向けた

自発的な取り組みがみられた。自ら研修の

企画や自立支援協議会への積極的な参加を

通して、地域の課題に主体的に関わる姿勢

は、中核機能の本来のあり方を示している

と考えられた。特に「中核機能強化加算は、

利用者の負担によって成り立つものであり、

地域に還元されるべき」という職員の語り

は、施設の在り方や意義を示し地域全体の

質の向上を図ろうとしていた。 

 一方で、「中核機能＝加算要件」とする形

式的な捉え方では、実効性のある支援には

つながらないとの懸念も現場では生じてい



37 

 

た。制度と現場の間に、制度的な指標と求め

られる役割との乖離が生じていると推察さ

れた。 

3. 相談支援のあり方 

各児童発達支援センターでは、積み重ね

た支援のノウハウ、地域性を生かし子ども

や保護者が直面する多様な課題に対応する

重要な役割を担い、入り口からその先へつ

なぐ「コーディネーター」の機能を展開して

いた。 

二つの児童発達支援センターの事例から、

就学後の地域移行を見据えた支援の継続性

が課題となっている面も見受けられた。卒

園後も情報提供や相談支援が継続されるケ

ースがあるが、一方で連絡頻度が減少する

傾向もあり、継続的な支援体制の確保も課

題である。特に医療的ケア児や家庭環境に

課題を抱える家庭では、移行支援の丁寧な

対応が重要である。 

 

Ｅ．結論 

 「児童期からの引継ぎに必要な情報と、情

報共有に関する法的制限・課題」「地域の支

援機関（学校、医療機関、療育施設等）との

連携における課題」「地域資源を活用し円滑

なネットワークを構築するために必要な要

素」「利用者支援において、最も多く対応し

ているニーズの内容」「支援の過程で直面し

ている現行の課題」等が明らかになった。 

児童発達支援センターの中核的役割とは、

制度的な基準を満たすだけでなく、地域の

中で子どもや保護者、保育・教育機関をつな

ぎ支え合う「ハブ」として機能が求められて

いた。ゆえに、専門性と柔軟性をもつ人材の

育成・確保、現場の実践と制度の乖離を埋め

る具体的な仕組み、さらに児童発達支援セ

ンターが「中核的機能」の拠点として認識さ

れる社会の形成が求められている。 

 今後は、相談支援における、子どものQOL、

ウェルビーイングに対する支援者の意識、

ライフステージに沿った相談支援の現状と

課題の整理を目的に、相談支援事業所職員、

当事者へのインタビュー調査（埼玉県、神奈

川県中心）を実施する予定である。 

 

F．健康危険情報 

 （分担研究報告書には記入せずに、総括 

研究報告書にまとめて記入） 

 

Ｇ．研究発表 

 1．  論文発表 
 特になし。 
 
 2．  学会発表 
 特になし。 
 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1． 特許取得 

特になし。 

 

 2． 実用新案登録 

特になし。 

 

 3．その他 

特になし。 
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令和6年度こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

 

分担研究報告書 

知的障害・発達障害のある児と家族への 

ICF情報把握・共有システムによる支援結果に基づく QOL指標の検討 

研究分担者 安達 潤 （北海道大学 教授） 

 

       

Ａ．研究目的 

１．背景 

知的障害・発達障害児は成長とともに QOLの

低下と二次障害の発生が起こりやすく、精神科

疾患の発症、引きこもりや家庭内暴力に繋がる

場合がある。そして高機能成人を対象とした研

究では発達障害特性とともに、光や音などの感

覚刺激や周囲の人の態度といった環境要因の

影響が明らかとなっており（ Kamio et 

al.,2013;内山ら,2019）、QOL 向上における環

境要因の役割は大きい。QOL は主観的評価によ

り測定されるが、知的障害・発達障害児ではそ

の評価の基準が不安定で対照群との比較が難

しく（古荘ら,2014）、QOLの主観的評価は容易

ではない。また、多くの QOL評価項目は、知的

障害・発達障害当事者には抽象度が高いと思わ

れる。 

以上より、本分担研究では、QOL評価の意味

を、①「QOL低下を防ぐための、あるいは低下

した QOLを向上・維持するための評価」、②「QOL

低下が生活のどの側面で生じているかを把握

する必要性」、③「QOLの向上・維持のための具

体的な手がかりを把握する必要性」の３点から

考えていく。実際、知的・発達障害児本人が安

心や日々の活動や社会参加に快適さを感じら

れないとすれば、そういった生活の滞る状況を

環境調整支援によって改善することが QOL 向

上につながると考えられる。QOL評価の目的は

多くの場合 QOL低下の把握であり、その次に意

図されるのは低下状態の底上げである。 

そして QOL 支援を実践するという観点に立

てば、環境調整支援の具体的な把握が重要課題

である。ICFシステムは「子どもと環境をセッ

トで捉える」という評価観点により活動と参加

および環境因子の ICF項目を評価する。そのた

め(1)活動と参加を支える場面や支援、(2)生活

に対する周囲の人の悪影響・好影響、(3)生活

に対する物や自然などの悪影響・好影響という

幅広い観点で児の困難性軽減につながる環境

要因を具体的に把握できる。ICFシステムの実

践報告（安達,2023;安達･吉川,2021）は知的・

発達障害児の困難性を環境要因から捉え、効果

的な支援実践につないでいくプロセスを示し

ている。本研究では、主観的評価という QOL測

研究要旨 

Ａ 研究目的）QOL 評価の方法として発達障害児の主観的評価だけではなく、当該児の生活に

提供される合理的配慮の度合いから評価できるかどうか、その可能性を検討する。 

Ｂ 研究方法）児童発達支援事業所において発達障害の利用児を対象に ICFシステムによる支

援プロセスを実施し、その前後・経過中の児と家族の QOLに関連する評価を、ICF-QOL評価票

（本研究で作成）、子どもの QOL 尺度（KINDL）、SDQ、子どもの発達支援家族アンケート（安

達・吉川,2021）を実施する。子どもの発達支援プロセスおよびその結果と尺度の評価結果と

を対応させて、QOL評価の可能性を検討する。 

Ｃ 研究結果）研究協力事業所それぞれの支援進行との調整により、ICF システムによる支援

が令和 6年度末から始まったため、現時点でまとまった結果は得られていない。 

Ｄ 考察）（今後の研究結果に応じて記載） 
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定の難しさを ICF システムによる環境要因評

価の観点から捉え直し、環境調整支援の実践に

よる発達支援のプロセスと結果を、研究協力児

および家族による QOL 評価とを対応させて検

討することによって、ICFをシステムによる対

象児の QOL向上を確認していく。 

 

２．目的 

 本研究の目的は、ICF情報把握・共有システ

ム（以下、ICFシステム）（安達,2023;安達･吉

川,2021）による知的障害・発達障害児の発達

支援プロセスとその結果が対象児とその家族

の QOL維持・向上につながるかどうかを検討す

ることである。 

 

Ｂ．研究方法 

１）方法概略 

 児童発達支援に係る研究協力事業所におい

て ICF システムによる研究協力児の評価およ

び支援検討・支援構築・支援実践の一連のプロ

セスを行う。その前後で、研究協力児の QOL維

持に関わる環境要因の状況および保護者によ

る対象児の QOL 評価、研究協力児自身による

QOL評価を比較検討する。併せて、同プロセス

の前後で家族を対象とする子育て QOL の評価

を比較検討する。なお、本研究は 1年半程度の

縦断的な研究となるため、令和 7年度も継続予

定の研究となる。 

２）研究協力事業所のリクルートおよび研究実

施にかかる説明と同意 

 株式会社ネットアーツ主催によるオンライ

ンセミナー上で本研究に関わる児の評価方法

と支援プロセスの説明会を行い、事業所単位で

の研究協力を呼びかける。オンラインセミナー

は２回開催し、第１回が「5領域を踏まえたア

セスメント・個別支援計画の作成と支援への活

かし方(基本編)」で９月７日に開催、第２回を

実践編として開催し、その後、研究協力事業所

を募った。応募の絞り込みの結果、熊本市から

旭川市の全国６事業所を対象に研究協力の実

際についての説明をオンラインで実施した。 

３）研究協力児と家族のリクルート 

 研究協力事業所の判断で事業所利用児の中

から研究協力児の候補を選定し、研究分担者が

作成した研究説明ビデオをご家族と利用児（可

能な場合）に視聴してもらうとともに、事業所

の担当者（事業所代表や児発管）と研究分担者

の事前打ち合わせに基づいて、研究分担者が準

備した研究説明書および研究協力同意書を用

いて研究協力の同意を得た。 

４）ICFシステムによる支援実践の方法 

 愛知県碧南市の社会実装研究で進めている

支援実践方法（安達,2023;安達･吉川,2021）の

方法を踏まえつつ、(a)児童発達支援 5領域（健

康・生活、運動・感覚、認知・行動、言語・コ

ミュニケーション、人間関係・社会性）の各領

域に、コアセット版 ICFシステム（安達,2023）

の ICF 項目を整理した ICF システムのエクセ

ル版評価ツールである「ICF 日々の記録：5 領

域版」を活用して研究協力児の評価と支援実践

を行う。本評価ツールには５領域の各領域に割

り付けられた ICF 項目の一覧が示されるシー

トがあり、項目タイトルをクリックすることで、

当該項目の記入欄にジャンプする仕組みとな

っている。なお ICFシステムの評価は、ICF関

連図の 5 つの構成要素すべてについて行える

が、本研究では、活動と参加および環境因子の

評価を中心とした。活動と参加では、各 ICF項

目について、①「（支援がない場合の）困難状

況」、②「（①で困難がある場合に）その困難が

軽減する場面や支援の有無」、③「（②で困難軽

減の場面や支援がある場合に）困難軽減の程度

（状況）」の３つの質問に回答する形で、各項

目を５つの支援カテゴリー（強み、支援維持、

支援修正、支援考案、情報なし）に評価すると

ともに補足情報欄にそれらの具体的内容を記

載して当該項目に係る評価対象児の状態像を

捉えるものとなっている。環境因子の「周囲の

人たち」の項目については、物理的支援と心理

的支援、特性理解と多様な観点という４つの評

価視点のそれぞれに助言不要（◯で表示）、助

言必要（△で表示）、詳細不明・非該当（？で

表示）で評価を行うする。また人以外の環境因

子については、当該因子が生活機能に及ぼす影

響に応じて「好悪両影響」「悪影響」「好影響」

「影響なし」「情報なし」の評価を行う。 

 以上の評価に基づく支援実践の基本的方法

は、①活動と参加の評価として支援修正や支援

考案となった項目を支援検討対象として、②強

みや支援維持の項目で把握されている対象児
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の既得スキルや環境調整支援の手がかりの活

用や応用により支援アプローチを考案し、併せ

て、環境因子で把握された好影響因子の活用と、

悪影響因子の除外を実施するものである。 

 「ICF 日々の記録：5 領域版」で対象児の評

価を全体的に行った後、評価データをクラウド

版 ICFシステムに移行して、支援会議資料を作

成して、支援会議を実施する。クラウド版 ICF

システムはクラウド上で同一対象児者の評価

シートを複数の支援者が共有することを通じ

て、多領域連携・多職種連携を可能とするもの

であるが、今回、各事業所に支援会議の実際を

確認したところ、比較的小規模の支援会議とな

る見通しであり、クラウド版 ICFシステムで作

成した支援会議資料（エクセル形式）による支

援会議を行っていく。支援会議資料作成に際し

ては、支援対象児の支援修正項目と支援考案項

目の一覧から、支援検討対象項目を一つ以上選

択して資料を出力する。支援会議資料の構成は、

「本人・家族の望みと心配」、「支援検討対象項

目」、「項目の選択理由」（本人家族の望みと心

配とのつながり、効果の出やすさ、取り組みや

すさ、評価のしやすさ、支援検討においてより

基礎的な内容であることの５記入欄で構成）、

「補足情報」、「対象項目の支援に関する直近の

課題」、「プラスの手がかり」、「マイナスの手が

かり」、「当面目指す目標」、「支援の方向性」、

「支援の方法」、「いつ・誰が」、「支援の結果」

となっている。これらのうち「支援の手がかり」

については、支援会議資料作成に先んじて、活

動と参加の補足欄に設けられた「プラスの手が

かり」「マイナスの手がかり」欄に、当該項目

の補足情報から、それらに該当する情報を転写

しておくことにより、支援会議資料の出力に際

して「支援の手がかり」シートが産出される。

この方式による支援会議の詳細については（安

達・吉川,2021）に詳述している。 

５）QOLに関連する評価尺度 

 QOL 評価については、ICF システムに基づい

た質問票を作成した他、既存の QOL質問票を活

用し、既存の QOL質問票については、補足の質

問項目を付加した。 

(a)ICF-QOL評価質問票 

 本質問票は、ICFシステムの活動と参加およ

び環境因子の項目構成を考慮して作成した

QOL 評価票であり、対象児の生活における合理

的配慮提供の充実度を把握することを目的と

している。評価票のパート１は「活動と参加の

観点による QOL（生活の質）の評価」（26項目）

であり、例えば、「項目番号１ 日用品を使う、

日課や簡単な作業を行うこと」に対して、①特

別な支援がなくても困難なく独力でできてお

り苦労はない、②困難が軽減する場面や支援が

あり、あまり苦労していない、③困難が多少軽

減する場面や支援はあるが苦労している、④困

難が軽減する場面や支援が なく、かなり苦労

しているの４択で評価する。加えて、パート１

の回答全体への質問として①「困難なく独力で

できており苦労はない」のチェック項目は「強

み」です。これら「強み」の発揮により当該児

の QOL 維持･向上につながっている生活場面は

全体としてどの程度ありますか？、②「困難が

軽減する場面や支援があり、あまり苦労してい

ない」のチェック項目にある「場面や支援」は

「当該児が必要とする合理的配慮」です。これ

ら「合理的配慮」の提供により当該児の QOL維

持･向上につながっている生活場面は全体とし

てどの程度ありますか？、という②つの質問を

置いた。 

パート２は環境因子の ICF項目に基づく QOL

維持評価であり、例えば、パート２-aの「環境

因子(周囲の人たち)の観点による QOL（生活の

質）の評価」（5項目）では「項目番号１ 家族

との関わり」に対して、Ａ．これらの人との関

わりにより QOLが高まっている場合に、①心地

よさや安心感がある、②心地よさや安心感が少

しある、のいずれかから選択し、Ｂ．これらの

人との関わりにより QOL が下がっている場合

に、①緊張や不安感がある、②緊張や不安感が

少しある、のいずれかから選択する形となって

いる。但し、家族構成は複数のため、ＡとＢの

いずれにも該当する場合には、回答が２つとな

る。またパート２-a の回答全体についての質

問として、①「心地よさや安心を感じる人たち」

と関われる機会は生活全体としてどの程度、あ

りますか？、②「緊張や不安を感じる人たち」

との関わりを回避できる機会は生活全体とし

てどの程度ありますか？、を置いた。パート２

-b は「環境因子（製品と用具）の観点による

QOL の評価」（5項目）、パート２-cは「環境因
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子（感覚刺激）の観点による QOL（生活の質）

の評価」（5項目）で、回答方式はパート２-aと

同じであり、各パートの回答全体についての質

問も、同様に設定している。 

(b)KINDL 

 本尺度は子どもの QOLの尺度（古荘ら,2014）

としてよく知られるものであり、本研究では、

対象児の年齢によって小学生版あるいは中学

生版を使用し、保護者には小中学生親版を使用

した。但し、対象児が回答する小学生版と中学

生版については、本研究が発達障害児の QOLを

テーマとしていることから、設問の補完を行っ

た。回答選択肢は、「ぜんぜんない、ほとんど

ない、ときどき、たいてい、いつも」のように

KINDLと同一としたが、設問として、１-1「わ

たしはひとりですごした」、1-２「私は自分の

好きなことをしていた」、1-3「わたしはなにも

することがなかった」、1-4「わたしはなかよし

のともだちといっしょにいた（いっしょにあそ

んだ）」、2-1「わたしはだれかにたすけてもら

ったりてつだってもらったりしてほしいとお

もった」、2-2「わたしはがっこうのせんせいに

たすけてもらったりてつだってもらったりし

た」、2-3「わたしはおや（おとうさんまたはお

かあさん）にたすけてもらったりてつだっても

らったりした」、2-4「わたしはともだちにたす

けてもらったりてつだってもらったりした」、

3-1「わたしはいえでうまくできないことがあ

るとおもった」、3-2「わたしはがっこうでうま

くできないことがあるとおもった」という 10

の設問（小学生版の表記）を補完した。中学生

版は漢字交じりの表記とした。 

(c)SDQ_Japanese 

 本尺度（Goodman,R.,1997）は、子どもの強

さと困難さアンケートであり、子供の情緒や行

動についての 25 の質問項目で構成され、親ま

たは学校教師が回答する形式の質問票である。

本研究では、保護者と事業所の支援者に回答を

求めた。Moriwaki and Kamio(2014)が日本での

小中学生の標準化データを示している。項目内

容として、困難さ(difficulties)：情緒の問題、

行為の問題、多動/不注意、仲間関係の問題、

の 4下位尺度 20項目 

強み(strengths)：向社会的な行動、の 1 下位

尺度 5項目で構成されている。 

(d)子どもの発達支援家族アンケート 

 本尺度は、愛知県碧南市における ICFシステ

ムの社会実装研究において作成・使用されたも

のであり、安達・吉川(2021)に記載している表

６に示したものを改訂した。質問票の構成は、

１．子どもとの関わりについてとして 7つの設

問、２．自分自身についてとして６つの設問、

３．家族についてして３つの設問から構成され

る。「１」では、子どもの気持ちを考えて関わ

ること、褒める場面を多くしようとしている、

子どもがうまくいく場面や関わりを工夫する

など、子どもの気持ちを考えながら環境調整を

行うことについての設問、「２」では子どもと

一緒にいて楽しいと感じる、子どものことをい

い子だなと思える、子育てに前向きで子どもと

向き合える、など、自身の子育て感と子どもと

の関わりについての設問、「３」は子どもの支

援内容や子どもの様子を家族に伝えたいなど、

子育てを家族と共有することについての設問

である。 

６）研究実施スケジュール 

 当初の計画では、令和 6年 10月～12月を支

援準備期間、令和 7年 1月～4月を第 1支援ク

ール、令和 7年 5月に支援会議および評価尺度

の実施、令和 7 年 6 月～10 月を第 2 支援クー

ルと設定していた。しかし、参加事業所によっ

て、研究協力児の選定や、事業所内での研究実

施体制の調整、また、研究協力児の支援会議実

施タイミング等これまでの支援経過に応じた

スケジュールの調整が必要であった。そのため、

令和 7年 2月に参加事業所を訪問し、各事業所

に合わせたスケジュール調整を行った。その結

果、大凡、令和 7年 3月または 4月から第 1支

援クールを開始し、ICFシステムによる評価と

支援を進めながら、評価尺度を第 1支援クール

の前・中・後に実施し、令和 7 年 9 月～10 月

にかけて支援会議を開催するという形となっ

た。調整後は支援クールが 1 回のみとなったた

め、令和 7年 10月からを第 2支援クールとし、

ICF システムによる再評価と支援を進めて、令

和 8年 2月～3月に支援会議を開催し、最後の

まとめとして 3 月中旬ころに全体会議を行う

という形とした。 

 

Ｃ．研究結果 
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上記、研究方法で記載したように、第 1支援

クールが令和 7年 4月から始まったため、現時

点でまとまった結果は出ていない。但し、6月

に最初の支援会議を開催する研究協力事業所

があり、当該事業所での ICF システム評価は支

援会議が開催できる状況となっており、ICFシ

ステムの把握データから支援に活用できるプ

ラスの手がかりが 30 項目、マイナスの手がか

りが 30項目得られている。 

尺度については、今後、実施されたものから

順次、回収予定である。 

 

Ｄ．考察  

 

Ｅ．結論  

 

Ｆ．健康危険情報  

特記すべき事項なし 

 

Ｇ．研究発表  

1. 論文発表なし 

2. 学会発表なし  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 なし  

2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし 
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令和6年度こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

 

研究報告書 

自閉スペクトラム症の子どもの幸福に関する基礎的研究 

 

分担研究者 内山登紀夫 福島学院大学 

研究協力者 鈴木さとみ 福島学院大学 

      小野舟瑛  福島学院大学 

 

研究要旨 

本分担研究は，自閉スペクトラム症などの神経発達症のある子どもの主観的幸福

（Subjective Well-being：SWB）を測定するために必要な基礎的知見を得ることを目的と

している．本年度は，SWB の尺度である Personal Well-Being Index for School Children

（PWI-SC）を日本語に翻訳し，その信頼性と妥当性を検討した． 

11 歳～15 歳（小学 5 年生～中学 3 年生）までの日本の一般児童とその母親を対象にオン

ラインでアンケート調査を実施し，子どもと母親それぞれの主観的幸福度，子どもの自己

評価の健康関連 Quality of Life(HRQOL)，親評定の子どもの HRQOL，子どもの自己評価

の子どもの強さと困難さアンケート（SDQ），親評定の SDQ，社会経済的状況について回

答を求めた． 

354 ペアの親子から回答を得，うち，回答に不備のあった者を除く 331 ペア（男児の親

子 166 ペア，女児の親子 165 ペア）を解析対象とした． 

本調査で用いた主観的幸福度尺度（Personal Well-Being Index for School Children: PWI-

SC）の日本の一般児童における内的整合性は非常に高く（α = .91），尺度としての信頼性

が確認され，日本の子どもに対しても有効に機能することが示された．日本の子どもの

PWI-SC 得点はおおむね 70～80 点台で推移していたが，オーストラリアの一般児童と比較

して，健康以外のすべての領域で有意に低く，日本の子どもの SWB の相対的な低さを示唆

すると考えられた．今後，本尺度を神経発達症の子どもを対象とした幸福研究に活用して

いく予定である． 

 

A. 研究目的 

 本分担研究は，自閉スペクトラム症など

の神経発達症のある子どもの主観的幸福

（Subjective Well-being：SWB）を測定す

るために必要な基礎的知見を得ることを目

的としている．本年度は，日本の一般児童

を対象に主観的幸福感の測定を行い，選定

した尺度が，日本の一般児童のサンプルに

おいて内的信頼性を示すか確認することを

目的とした． 

現在，わが国で翻訳され広く使用されて

いる Quality of Life （QOL）の尺度の多く

は健康関連 QOL（Health related Quality of 

Life :HRQOL）が中心である．HRQOL は
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ウェルビーイングの測定に関連づけて論じ

られているが，HRQOL 尺度は，客観的変

数（例：身体的健康）と主観的変数（例：

健康への満足度）を同じ構成概念で測定し

ていること，感情機能の測定が不足してい

ること，身体能力に関する判断から QOL

の低さを推測することは差別的認識をもた

らしかねないことなどが指摘されている

（R.A.Cummins et al., 2004）． 

また，神経発達症のある子どもの場合，

コミュニケーションの困難さや認知の偏り

などのため，自身の生活の質を報告する際

に困難を伴う場合がある（Tavernor et al., 

2013）．一般的には，保護者などによる代

理評価が用いられるが，代理評価の場合，

身体的健康や行動などといった観察しやす

い項目とは対照的に，心理社会的領域や主

観的な感情，痛みや不快などの領域で，保

護者の代理報告と子ども自身の報告の間の

一貫性が低いという報告もみられる (D 

Khanna et al., 2022)． 

そこで，我々は，主観的幸福感を測定す

る尺度として，平易な文章で記され，直感

的に回答が可能な Cummins ら（2023）に

よ っ て 開 発 さ れ た Personal Well-Being 

Index for School Children（PWI-SC）を用

いることとした．PWI-SC は，「認識され

た 生 活 の 質 の 状態 （perceived quality of 

life）」を構成概念とする単一因子構造を有

する尺度である． 

 

B. 研究方法 

１．PWI-SC の翻訳：PWI-SC は，原著者

で あ る Deakin 大 学 の Robert A. 

Cummins 教授の許可を得た上で，第 3

者が日本語への翻訳を行った．翻訳の

妥当性を高めるために，日本語を母語

とする小学生 4 名（小学 2 年生 2 名，

小学 3 年生 2 名）を対象に，使用感に

関するインタビューを実施した．その

結果をもとに日本語訳を修正し，さら

にバックトランスレーションを行い，

日本語版 PWI-SC とした． 

２．オンライン調査： 

2-1．対象：11 歳～15 歳（小学 5 年生

～中学 3 年生）までの子どもとその母

親 

2.2．方法：質問紙調査 

2.3．手続き：オンライン会社に登録

する母親に事前に調査の趣旨について

連絡を行い，子どもと親のそれぞれに

ついて個別で回答を行うことに親子と

もに同意が得られた者に対して，調査

会社からオンライン調査票が送付され

た． 

2.4．調査内容： 

（1）子ども 

①SWB：PWI-SC 日本語版 

②HRQOL：KIDSCREEN10 

Index 及びいじめ等関する項目

（こども版８～1８歳対象） 

③SDQ（Strength and Difficulties 

Questionnaire： 子どもの 強さ と

困難さアンケート），11～17 歳用

／自己記入用 

④基本属性や登校の状況など 

（2）母親 

①SWB：PWI-A 日本語版 

②HRQOL：KIDSCREEN10 

Index 及びいじめに関する項目

（親用） 

③SDQ（Strength and Difficulties 
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Questionnaire： 子どもの 強さ と

困難さアンケート），親記入用 

④基本属性，社会経済的状況 

 2.5.  調査期間 2025 年 3 月 

主観的幸福（SWB）の測定には，児童及

び 成 人 と も に Cummins ら が 開 発 し た

Personal Wel-being Index（PWI）を用いた．

最初に成人版である Personal Wel-being 

Index for Adults が開発され，その後，

PWI-A と並行する尺度として PWI-SC が開

発された．両者とも多くの国において翻訳

され，確認的因子分析により構成概念妥当

性 お よ び 内的 信 頼性 が検 証 さ れ てい る

（R.A.Cummins et al., 2013）．PWI-A は著

者らが翻訳し，日本人の成人サンプルで内

的信頼性を確認している．PWI は１つの全

体的満足度（幸福度）と７つの生活領域

（「生活水準」「健康」「達成」「人間関係」

「安全」「地域とのつながり」「将来の安

心」）の幸福度を尋ねるものである．回答

は，0 から 10 までの 11 件法を用い，分析

ではデータを 0～100 の尺度に変換する． 

 健康関連 QOL（HRQOL）の測定には，

Nezu ら（2016）が翻訳した KIDSCREEN-

10 日本語版の自己記入用及び親用を用いた．

KIDSCREEN-10 は，10 項目で構成され，

１（全くそう思わない）から５（とてもそ

う思う）の 50 点満点で評価され，得点が

高 い ほ ど ， 子 ど も の 健 康 関 連 QOL

（HRQoL）が高いことを示す． 

 SDQ は子どもの情緒や行動面の適応と

精神的健康を把握するためのツールとして

Goodman（1997）らによって開発された

質問紙で，神尾らによって翻訳され妥当性，

信 頼 性 が 確 認 さ れ て い る （Moriwaki 

&Kamio, 2013）．25 項目からなり，当ては

まらない・まああてはまる・当てはまるの

3 件法によって回答される． 

 社会経済的状況については，母親の最終

学歴，現在の職業，世帯構成，子どもの数，

世帯年収，暮らし向き，お住いの県，自治

体規模，回答対象の子の放課後の活動など

について，母親に回答を求めた． 

2.6. 結果の分析には，SPSS statistics ver26

を用いた． 

 

倫理的配慮：本調査は福島学院大学研究倫

理審査委員会の承認を得て実施された（承

認番号：院 006）．回答については，事前

に参加説明を行い，参加への同意を示した

親子に実施し，オンライン調査への回答を

終了することを以って同意とみなした． 

 

C. 結果 

354 ペアの親子（男児 176 名，女児 177

名，答えたくない 1 名）からそれぞれ回答

を得た．うち，ライスケールへの誤回答，

PWI-A もしくは PWI-SC への回答で除外対

象となる回答（下位領域の全てにおいて最

低得点もしくは最高得点を回答した場合，

問いに対する理解不足と判定され除外対象

となる）をした 22 ペア（44 名）及び性別

不明の 1 ペア（2 名）のデータを除外し，

331 ペア（男児 166 名，女児 165 名）を解

析対象とした．回答した母親の平均年齢は

45.65 歳（SD=4.75, range=34-59），こども

の 平 均 年 齢 は 12.93 歳 （SD=1.34, 

range=11-15），基本属性は表１の通りであ

った． 

 

 

 



46 

 

（表１）基本属性：母回答 

 全体 男児 女児 

N 331(100.0) 165(49.8) 166(50.2) 

子の年齢[平均] 12.9 12.8 13.0 

母の年齢[平均] 45.65 - - 

こどもの数[N(％)]    

1 人（一人っ子） 100(30.2) 53(16.0) 47(14.2) 

2 人 169(51.1) 81(24.5) 88(26.6) 

3 人 51(15.4) 28(8.5) 23(6.9) 

4 人 11(3.3 ) 3(0.9) 8(2.4) 

きょうだい数[平均] 1.92 1.88 1.95 

居住地域[N(％)]    

北海道・東北地方 24(7.3) 10(3.0) 14(4.2) 

関東地方 141(42.6) 79(23.9) 62(18.7) 

中部・北陸地方 50(15.1) 23(6.9) 27(8.2) 

関西地方 71(21.5) 29(8.8) 42(12.7) 

中国・四国地方 21(6.3) 12(3.6) 9(2.7) 

九州・沖縄地方 24(7.3) 12(3.6) 12(3.6) 

自治体規模[N(％)]    

 大都市・東京都

23 区及び政令市 
137(41.4) 67(20.2) 70(21.1) 

 中都市 69(20.8) 36(10.9) 33(10.0) 

 小都市 95(28.7) 51(15.4) 44(13.3) 

 郡部町村 30(9.1) 11(3.3) 19(5.7) 

世帯形態[N(％)]    

 核家族世帯 282(85.2) 140(42.3) 142(42.9) 

 一人親世帯 30(9.0) 15(4.5) 15(4.5) 

 三世代以上同居世帯 10(3.0) 5(1.5) 5(1.5) 

 その他 9(2.7) 5(1.5) 4(1.2) 

暮らし向き[N(％)]    

 かなりゆとりがある 5(1.5) 3(0.9) 2(0.6) 

 どちらかと言えば 

ゆとりがある 
121(36.6) 58(17.5%) 63(19.0) 

 どちらともいえない 82(24.8) 37(11.2) 45(13.6) 

 どちらかと言えば 

ゆとりがない 
81(24.5)  49(14.8) 32(9.7) 

  全くゆとりがない 38(11.5) 21(6.3) 17(5.1) 

分からない 3(0.9) 2(0.6) 1(0.3) 

答えたくない 1(0.3) 0 1(0.3) 

 

 日本の一般児童において PWI-SC の内的

整合性を確認するために Cronbach の α 係

数を算出した．その結果，PWI-SC 全体の

α 係数は .91 であり，十分な内的整合性が

示された（表 2）． 

子どもと母親の主観的幸福及び子どもの

KIDSCREEN-10，SDQ の評定を（表 3）

に示した．PWI-SC は子どもはおおむね 70

～80 点の範囲であったが，PWI-A では，

母親は概ね 50～60 点の範囲であり，子ど

もと比べて低かった．子ども全体では，

「健康」と「人間関係」，「安全」において

高い傾向を示した．子どもと母親ともに，

「自己実現」と「将来の安心／将来の自分」

において得点が下がり，特に母親の「将来

の安心」は顕著に低い結果であった（図

１）．子どもと母親の PWI の各領域では相

関が認められ，特に「全体満足度」と「安

全」において高い相関が示された（表４）． 

性差の検討では，PWI-SC では，「全体

満足度及」び「生活水準」において女児の

方が満足度が高く，男児では「人間関係」

の満足度が高かったが，t 検定を行ったと

ころ有意差は認められなかった． 

日本の子どもの PWI-SC の測定結果をオ

ーストラリアの一般児童(Tomyn ら，2014)

と比べたところ，健康以外のすべての領域

で日本の子どもの方が有意に低かった(表

5)． 

PWI-SC の各領域と KIDSCREEN-10 総

得点および SDQ の各下位尺度（子どもの

自己評定）との相関係数を算出した（表 6）．

すべての領域において，KIDSCREEN-10

との間に中程度から高い正の相関が確認さ

れ，性別で比較したところ，男児では中程

度から強い正の相関（r =.569），女児では

中程度の正の相関（r =.466）が認められた． 

一方，SDQ の総合的困難度および各問

題行動との間には，一貫して負の相関がみ

られ，特に PWI-SC の「地域とのつながり」

や「人間関係」では比較的強い負の相関が
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示された（r = -.456, -.429）． 

SDQ の自己評定では，「情緒の問題」及

び「向社会性」において女児のスコアは男

児より有意に高く（t<0.01, t<0.001），女

児は男児よりも内面の不安や抑うつ，スト

レスを抱える一方で，向社会的行動（他者

に対する思いやりや助け合いの行動）も高

かった．一方で，SDQ の親評定では，「行

為」，「多動」において男児のスコアは女児

より有意に高く，「向社会性」は女児が男

児より有意に高かった（t<0.5, t<0.001, 

t<0.01）． 

 

D. 考察 

本研究では，日本の一般児童およびその

母親を対象に主観的幸福感（SWB）を測定

し ， 子 ど も の 健 康 関 連 QOL

（KIDSCREEN-10）および心理社会的困

難（SDQ）との関連も含めて検討を行っ

た． 

日本の一般児童における PWI-SC の内的

整合性は高く（α = .91），尺度としての信

頼性が確認された．したがって，本研究で

用いた PWI-SC は，日本の子どもに対して

も有効に機能していると考えられた．  

Cummins ら（2014）は，SWB のセット

ポイントは通常，0～100 点満点スケール

で 70～90 点の範囲に分布するものと論拠

づけている．PWI-SC の得点において，日

本の一般児童は多くの領域で 70～80 点の

比較的高いスコアを示していたが，オース

トラリアの同年齢の一般児童と比較して，

健康以外のすべての領域において有意に低

いことが確認された．この結果は，日本に

おける子どもの主観的幸福感の相対的な低

さを示している．さらに，本調査対象の母

親は一貫して子どもよりも低いスコアを示

した．特に「自己実現」と「将来の安心」

において両者ともに得点が低下しており，

母親の「将来の安心」は顕著に低かった．

PWI の各領域においては，子どもと母親の

間に相関が認められ，特に「全体満足度」

と「安全」においては高い相関が見られた

ことは，親子間で幸福感や安全感が共有さ

れやすいことを示していると考えられる． 

PWI-SC と KIDSCREEN-10 の関連では，

すべての領域において中程度から高い正の

相関が確認され，特に PWI-SC の「人間関

係」「地域とのつながり」など社会的側面

との関連が強かった．HRQOL は子ども全

体において主観的幸福感の有力な関連要因

であると考えられるが，性差別の検討では，

特に男児において関連が強く現れる傾向が

示された． 

SDQ の自己評定では「総合的困難度」

や「行為の問題」「多動・衝動性」などの

外在化された問題行動，および「情緒」

「仲間関係の問題」といった内在化された

困難は，いずれも PWI-SC と有意な負の相

関を示した．心理的・社会的適応の困難さ

が主観的幸福感を低下させる要因であるこ

とが明らかとなった．とりわけ「仲間関係

の問題」は全体で r = -.327，男児で r = 

-.345，女児で r = -.309 と比較的強い負の

相関を示した． 

親評定では，他の多くの研究と同様に，

「多動」において男児のスコアは女児より

高く，「向社会性」において自己評定，親

評定ともに，女児が男児より高かった．女

児は男児よりも内面の不安や抑うつ，スト

レスを抱える一方で，向社会的行動（他者

に対する思いやりや助け合いの行動）も高
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かった．男女とも「向社会性」の高さと幸

福度の相関は弱いながらも一貫して正の相

関を示した（全体 r = .221）が，女児にお

ける向社会性と幸福度との相関は男児より

も低かった（女児:r = .194，男児:r = .218）．

このことから，とりわけ女児においては，

社会的期待や役割への同調としての向社会

性が，内発的動機づけに基づいていない可

能性が示唆される．高い向社会的行動が常

にポジティブな心理的帰結をもたらすとは

限らず，向社会的行動の背景にある動機づ

けの質や社会的要請との関係について検討

を深める必要もあるだろう． 

さ ら に ， 近 年 ， 自 閉 ス ペ ク ト ラム 症

（ASD）の子どもにおいて報告される「過

剰適応」や「社会的カモフラージュ」は，

外見上は適応的行動に見えても，心理的に

は負担感やストレスが増大することが示さ

れてきている． 

今後は，ASD の診断のある子どもを対象

にし，ASDの子どもの幸福感を構成する要

因について質的及び量的に検討していく予

定である． 

 

E. 結論 

Cummins らは，HRQOL の代替として，

①医学的症状，②主観的幸福感（SWB），

③心理的苦痛などの特定領域（抑うつ，不

安，ストレスなど）をそれぞれ個別に測定

することを推奨している．今回の我々の調

査は，②主観的幸福感（SWB）の尺度であ

る PWI-SC が日本の一般児童に用いること

ができるか検討したものである． 

311 名に対して PWI-SC を実施し，本尺

度の内的整合性は高く（α = .91），信頼性

が確認された．したがって，本研究で用い

た PWI-SC は，日本の子どもに対しても有

効に機能していると考えられた． 
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（表 2）子どもの自己評定(PWI-SC)：変数間の相関 

 1 2 3 4 5 6 7 8 

1.全体満足度 ―        

2.生活水準 .600 ―       

 3.健康 .502 .511 ―      

 4.自己実現 .580 .604 .564 ―     

 5.人間関係 .507 .479 .534 543 ―    

 6.安全 .576 .575 .626 511 .651 ―   

7.地域とのつながり .591 .571 .634 .632 .683* .704 ―  

 8.将来の安心／ 

将来の自分 
.529 .458 .508 .612 .517 .520 .630 ― 

 

 

（表３）PWI 及び KIDSCREEN-10，SDQ              [得点の平均(SD)] 

 親評定 子どもの自己評定 

全体 子どもの性別：男

児 

子どもの性別：女

児 

全体 男児 女児 

PWI PWI-A(親自身の幸福感) PWI-SC（子どもの幸福感） 

全体満足度 61.3(23.51) 60.8(25.00) 61.8(22.03) 72.4(19.73) 70.5(20.46) 74.3(18.86) 

生活水準 57.3(25.00) 55.6(25.02) 59.0(24.94) 67.2(24.61) 64.8(25.63) 69.6(23.39) 

 健康 61.2(22.26) 61.5(21.82) 61.0(22.76) 76.6(21.70) 76.1(23.26) 77.0(20.10) 

 自己実現 57.9(23.57) 57.2(24.14) 58.6(23.04) 64.5(24.96) 65.0(24.44) 64.0(23.54) 

 人間関係 60.2(22.52) 60.1(23.47) 60.4(21.6) 75.6(22.56) 77.7(21.49) 73.6(23.46) 

 安全 69.5(20.90) 69.8(21.41) 69.2(20.45) 78.8(19.37) 77.8(21.19) 79.7(17.39) 

地域とのつながり 57.6(21.16) 56.2(22.34) 58.9(19.89) 72.8(21.49) 72.3(22.65) 73.4(20.32) 

 将来の安心／ 

将来の自分 

51.5(24.44) 49.9(24.59) 53.2(24.25) 64.4(22.40) 65.0(23.57) 64.0(21.23) 

KIDSCREEN10 （子どもの健康関連 QOL） 

総得点 38.62(6.09) 38.76(6.19) 38.48(6.05) 38.45(7.40) 39.19(7.28) 37.71(7.47) 

SDQ        （子どもの情緒や行動面の適応と精神的健康） 

総合的困難さ 10.03(5.81) 10.39(5.85) 9.67(5.77) 9.55(5.97) 9.44(5.97) 9.66(5.98) 

行為の問題 1.97(1.97) 2.19(2.02) 1.75(1.89) 1.81(1.60) 1.90(1.63) 1.71(1.57) 

 多動／不注意 2.88(2.30) 3.33(2.46) 2.43(2.04) 3.14(2.28) 3.36(2.26) 2.92(2.28) 

 情緒の問題 1.72(2.09) 1.57(1.86) 1.87(2.29) 2.52(2.43) 2.05(2.18) 2.98(2.59) 

 仲間関係の問題 3.46(1.48) 3.30(1.56) 3.61(1.39) 2.09(1.78) 2.12(1.82) 2.06(1.76) 

向社会的行動 6.07(2.55) 5.62(2.72) 6.51(2.28) 6.32(2.31) 5.88(2.40) 6.76(2.14) 
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（図 1）母親：PWI-A と子ども（男児・女児）：PWI-SC の領域スコアの傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表 4)母親の自己評定（PWI-A）と子どもの自己評定(PWI-SC)の相関 

   子どもの自己評定 PWI-SC（N＝331） 

   1 2 3 4 5 6 7 8 

親
の
自
己
評
定 

P
W

I-A

（N

＝331

） 
1.全体満足度 .417 ― ― ― ― ― ― ― 

2.生活水準 ― .279 ― ― ― ― ― ― 

 3.健康 ― ― .259 ― ― ― ― ― 

 4.自己実現 ― ― ― .335 ― ― ― ― 

 5.人間関係 ― ― ― ― .234 ― ― ― 

 6.安全 ― ― ― ― ― .408 ― ― 

7.地域とのつながり ― ― ― ― ― ― .350 ― 

 8.将来の安心／ 

将来の自分 
― ― ― ― ― ― ― .331 
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(表 5)1 サンプルの t 検定：日本の一般児童とオーストラリア（2014）の一般児童の比較 

 日本 

n=331 

オーストラリア 

n＝1,106 t df p 

 Mean SD Mean SD 

全体満足度 72.4 19.73 77.51 12.67 -4.67 330 .000 

生活水準 67.2 24.61 79.63 17.71 -9.20 330 .000 

 健康 76.6 21.70 75.43 20.58 .969 330 .333 

 自己実現 64.5 24.96 72.55 19.06 -6.09 330 .000 

 人間関係 75.6 22.56 79.94 17.44 -3.48 330 .001 

 安全 78.8 19.37 81.63 17.19 -.270 330 .007 

地域とのつながり 72.8 21.49 80.14 18.06 -6.18 330 .000 

 将来の安心 

将来の自分 
64.4 22.40 73.28 19.11 -7.18 330 .000 

 

 

（表６）KIDSCREEN10：親の他者評価・子の自己評価－子の主観的幸福度の相関 
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A 研究目的 

平成 25年からこれまで、本田らは、発達

障害児とその家族への地域支援体制に関す

る以下のような研究を行ってきている。 

まず、平成 25～27 年度厚生労働科学研

究「発達障害児とその家族に対する地域特

性に応じた継続的な支援の実施と評価」[1]

で発達障害の支援ニーズと地域の支援シス

テムの実態について全国調査を行い、地域

特性に応じた課題の抽出と提言を行った。

次いで平成 28～29 年度厚生労働科学研究

「発達障害児者等の地域特性に応じた支援

ニーズとサービス利用の実態の把握と支援

内容に関する研究」[2]では、自治体の規模

ごとの支援体制の実態や目標を全国調査に

よって示すとともに、地域の支援システム

の充足度と課題を可視化して評価するため

の評価ツールとして「発達障害の地域支援

研究要旨 

平成 25 年からこれまで、本田らは発達障害児とその家族への地域支援体制に関する

研究を行ってきており、地域特性に応じた支援体制を構築するための評価ツールとして

「発達障害の地域支援システムの簡易構造評価（Q-SACCS）」の開発・地域ケアパスの

試案作成などを行ってきた。また、これらの支援体制構築のもと、支援サービス機能に

ついて評価するツールとして「発達障害の支援サービス機能の簡易実用評価（Q-PASS）」

を作成中である。 

上記研究を踏まえて、今年度は、知的障害・発達障害児とその家族の支援体制におい

て、QOLの視点はどの程度含められているのか、我が国の法制度・QOL研究の歴史・ 

支援サービス機能におけるQOLの位置づけの視点から検討を行った。 

障害福祉の法制度は「生命の質」(終戦～1990年代)、「生活の質」(2000年～2021年)

を経て「人生の質」(2022年～)を検討する段階に来ていること、研究の歴史として、障

害種別に特化したQOLの評価法の開発が進められていることが整理された。また、実

際の支援サービス機能とQOLとの関係からは、発達障害児の余暇支援は放課後等デイ

サービスにしかないこと、発達障害者は就労支援と余暇支援のサービス併用が難しいこ

とが推察された。 

令和6年度こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
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システムの簡易構造評価（Q-SACCS）」を作

成した。令和 3～4 年度厚生労働科学研究

「地域特性に応じた発達障害児の多領域連

携における支援体制整備に向けた研究」[3]

では、支援従事者や行政担当者向けに Q-

SACCS のマニュアルを作成するとともに、

発達障害児の乳幼児期から就学にいたる多

領域連携による地域支援体制の標準的な流

れを示し、各基礎自治体において発達障害

児とその家族に対するケアパスを作成する

ための手引の作成に取り組み、「発達障害の

地域ケアパス作成の手引き（就学前）」（案）

（以下、「就学前案」）を作成した。さらにこ

の研究の中で、「発達障害の支援サービス機

能の簡易実用評価（Q-PASS）」を作成した

[4],[5],[6]。令和５～６年度こども家庭科

学研究「地域特性に応じた発達障害児の就

学から就労を見据えた多領域連携による支

援体制整備に向けた研究」では、発達障害児

の地域ケアパスを就労前まで広げた手引き

案を作成中である。 

上記研究を踏まえて、今年度は、知的障

害・発達障害児とその家族の支援体制にお

いて、QOLの視点はどの程度含められてい

るのか、我が国の法制度・QOL研究の歴史・ 

支援サービス機能における QOL の位置づ

けの視点から検討を行った。 

 

B 研究方法 

研究１： 児童福祉法・こども基本法からみ

たQOL 

児童福祉法とその改正・こども基本法の

内容について法制史的視点に立ち、障害児

支援の特徴にそって時代区分を行った。そ

の時代区分において、具体的な障害児支援

の制度・支援サービス・障害児についての考

え方などを整理した。 

上記のまとめについて、医療・福祉領域で

一般的に使用されている QOL 概念をもと

に理論研究（主に小林[7]によるQOL概念

を用いて）を行った。 

 

研究２：QOL研究の歴史 

QOLの研究の歴史・QOL概念の整理・

健康及び ASD 関連の QOL 尺度について

CiNii を用いて検索し、文献研究を行った。 

 

研究３： 支援サービス機能における QOL

の位置づけに関する考察 

大人を対象にしたQOLの支援について、

文献研究を行い、それらの整理を通して、こ

どもに対する支援サービス機能の内容を検

討した。 

支援サービス機能の評価ツールである

Q-PASS の作成に基づき、発達障害児のよ

りよい支援の在り方を検討した。 

 

C 結果 

研究１： 児童福祉法・こども基本法からみ

たQOL 

 児童福祉法は 1947（昭和 22）年に、戦後、

困窮する子どもの保護、救済、そして次代を

担う子どもの健全な育成を図るため、18歳

未満の子どもの福祉・権利を保障する法律

として制定した。この法の対象は、児童（18

歳に満たない者）であり、障害児は身体に障

害のある児童又は知的障害のある児童とし

て表記されている。 

 基本理念としては以下のとおりである。 

① 国民は、児童が心身ともに健やかに生ま

れ、且つ、育成されるよう努めなければ

ならない。（児福法第 1条 1）  
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② すべて児童は、ひとしくその生活を保障

され、愛護されなければならない。（児福

法第 1条 2） 

③ 国および地方公共団体は、児童の保護者

とともに、児童を心身ともに健やかに育

成する責任を負うべきことが明記され

ており、この児童の福祉を保障するため

の原理は、すべての児童に関する法令の

施行にあたって、つねに尊重されなけれ

ばならない。（児福法 2条、3条） 

 

 また 2022（令和 4）年には、こどもの権

利や幸せを守ることを第一に考えた法律で

あるこども基本法が成立した。この法律の

対象は、こどもとして「心と身体の発達の過

程にある人」としている。またこの法律に

は、「全てのこども」として、障害児の定義

がないのが特徴である。 

基本理念としては以下のとおりである。 

① 全てのこどもについて、個人として尊重

されること・基本的人権が保障されるこ

と・差別的取扱いを受けることがないよ

うにすること 

② 全てのこどもについて、適切に養育され

ること・生活を保障されること・愛され

保護されること等の福祉に係る権利が

等しく保障されるとともに、教育基本法

の精神にのっとり教育を受ける機会が

等しく与えられること 

③ 全てのこどもについて、年齢及び発達の

程度に応じ、自己に直接関係する全ての

事項に関して意見を表明する機会・多様

な社会的活動に参画する機会が確保さ

れること 

④ 全てのこどもについて、年齢及び発達の

程度に応じ、意見の尊重、最善の利益が

優先して考慮されること 

⑤ こどもの養育は家庭を基本として行わ

れ、父母その他の保護者が第一義的責任

を有するとの認識の下、十分な養育の支

援・家庭での養育が困難なこどもの養育

環境の確保 

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う

喜びを実感できる社会環境の整備 

 

上記、児童福祉法の創設・改正、こども基

本法の内容を検討した結果、以下の３期の

時代区分（Ⅰ期 終戦後～1990年代、Ⅱ期

2000年～2021年、Ⅲ期 2022年～）をわけ

ることができた。 

Ⅰ期においては、行政主導の措置による 

療育支援の時期であり、特徴としては、「終

戦後、子どもを「生かす」ための法律であり、

障害児に関しては、療育を行い、可能な限り

正常に戻し、心身の健康を保つことを重視

している」といえる(図 1)。またⅡ期におい

ては、自己決定権の尊重と地域生活可能な

支援の時期であり、特徴としては、「子ども

（もしくは家族）がサービスを自己決定し、

生活のしづらさを減らしていく。可能な限

り、これまでの暮らしを続けていけること

を重視している」といえる(図 2)。更にⅢ期

においては、インクルージョンの推進によ

る一体的支援で「多様性（ダイバーシティ）

を大切にして、地域共生社会を目指す。その

ためには、こどもの権利や幸せを守ること

を第一と考え、こどもの意見を尊重してい

き、自分らしさを重視する」を目標とした段

階にはいったと考えられる(図 3)。 

 このⅢ期の、具体的な障害児支援の制度・

支援サービス・障害児についての考え方な
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どを整理したところ、「生命の質」「生活の

質」「人生の質」としてQOL概念を定義と

の関連性についても検討した。 

 

研究２：QOL研究の歴史 

１．QOL研究の歴史とQOL概念の整理 

 新田によると 17 世紀後半から生活状況

や福祉に関する研究という形で現在の

QOL 研究につながる研究が始まったとい

う[8]。それは社会観察や典型的な家族への

個別調査、家計調査や貧困調査などと形を

変えて 20世紀前半まで続いていった。その

後 1948 年 WHO によって『健康とは、単

に疾病や虚弱でないことだけでなく、身体

的、精神的、そして社会的に完全に良好な状

態（well-being）である』として定義され、

well-beingの考え方が導入された。1960年

代後半～1970年代前半にかけては、社会指

標運動が主要先進国で生じ、『社会動向や福

祉を評価するための指標を作成しようとす

る試み』がなされている。そして 1970年代

～1980 年代では医学領域で健康関連 QOL

研究が発展し、1994 年には WHO により

QOLとは『一個人が生活する文化や価値観

のなかで、生きることの目標や期待、基準、

関心に関連した自分自身の人生の状況に対

する認識』と定義されてきた歴史がある(図

4)。 

 

２．健康関連のQOL 

健康関連のQOLにおける主要な尺度開

発の歴史について整理した。まずは、現在幅

広い領域においてQOL測定に用いられて

いるSF-36（MOS 36-Item Short-Form H

ealth Survey）は 1988年に開発が開始され

1992年に完成している。そして 1991年 

にはWHOにおいてもQOL尺度の開発が始

まり、その 4 年後の 1995 年にWHOQOL

（World Health Organization Quality of 

Life）が完成している。 

子ども関連の健康関連QOL尺度では、

1994年にドイツにて KINDLが開発さ

れ、1999年に PedsQL(Pediatric Quality 

of Life Inventor)が開発されている。 

 さらには、2000年以降になり、子ども

や高齢者などの特定集団向けの尺度や、疾

患特有のニーズを踏まえたQOL尺度の開

発が広がっていくこととなった。 

 

３．ASD児者対象のQOL研究 

 前述のように QOL 尺度開発が進められ

ていく中、海外では近年、ASD児者を対象

にした QOL 測定尺度の開発が発展してき

た。以下に主要な尺度をまとめる。 

・ASQoL（Autism Spectrum Quality of 

Life） 

2018 年に英国ニューカッスル大学の

Helen McConachieらによって、ASD当

事者との協議を通じて開発された[9]。既

存のQOL尺度では捉えきれない ASD特

有の経験やニーズを反映することを目的

とした尺度である。WHOQOL-BREF26

項目とWHO Disabilities module13項目

に合わせて用いられる。ASQolは全 9項

目で構成され、1つの全体的なQOL項目

と 8つの具体的な側面（サービスへのア

クセス障壁、友情、感覚過敏、自己認識

等）を評価するものである。 

・QOLASD-C (Quality of Life for 

Children with Autism Spectrum Disorder) 

 Cholewickiら[10]が 2019年に開発を行

い、Chezanらが検証と改訂を行った ASD
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児童のQOL評価を目的とした尺度であ

る。16項目からなり、対人関係、自己決

定、情緒的健康の３つの領域について評価

する。 

・PROMIS-10 for autistic individuals 

 PROMIS（Patient Reported Outcomes 

Measurement Information System）は米

国国立衛生研究所（NIH）が開発した、疾

患の有無にかかわらず身体的・精神的・社

会的健康状態を評価するための自己記入式

尺度である[11]。当初は一般集団向けに開

発されたが、2023年の研究によりASD成

人においても有効性が確認され、ASD成人

に特化したスコアリング方法が開発されて

いる。 

 

研究３： 支援サービス機能における QOL

の位置づけに関する考察 

１．こども時代に必要な支援の検討の基盤

―学齢期における支援の課題― 

上田[12]によると、「QOL を評価するた

めには、その基礎となる構造がある。環境の

整備を基盤とした中で、障害をもつ方々へ

の医療保健福祉のサービスが整うことによ

り、その環境のもとで可能な限りの健康を

取り戻す。その上で自律性を回復して自己

選択が行われた状況ではじめて主観的な幸

福感を問うことができる」としている。ま

た、野中も「QOLを問うためには、環境整

備が必要である」としている[13]。以上のこ

とから、こどもの場合、主観的認識に焦点を

当てた QOL 評価を問うためには、その前

提としての条件整備をより丁寧に確認して

いくことは重要であると言える。 

更に、野中は、フロイトを引用し、「人生

の目標は『愛することと働くことである 

(Freud, S)』とし、働くことは、収入を得る

だけでなく、人との関わりをもたらし、人間

にとって欠かせない営みであり、愛するこ

とは自己への充実をもたらすものとして、

必要なことであり、働くことにより、お金、

仲間、情報、生きがい、余暇、生活の規則性

など、実にさまざまなものを職業生活から

得ている」として、働くことが収入だけでは

なく、生きることに必要な課題として、もた

らす重要な意義を強調している。 

 そのため、こども時代に必要な支援の検

討の基盤－学齢期における支援の課題－と

しては、働くことが社会における障害を持

ちながら生きるための目標とするならば、

①働くことがもたらす意義を学校に置きか

えて考えてみる、②就労に向けて就労準備

性を整えておくことが必要となる。 

 

２．障害を持つ人にとっての社会で生活し

ていくための支援目標 

 障害をもつ人々にとって、生活する上で

必要とする具体的な獲得目標は、国際心理

社会的リハビリテーション学会は次の 9 カ

テゴリーを挙げている。 

① 食事や排泄など、基本的なニーズを満た

す支援、 

② 日常生活上の身辺自立を身につける支

援、 

③ 友人や余暇生活など、社会的交流の支援 

④ 教育を受けるための支援、 

⑤ 居住することの支援、 

⑥ 職業に適応するための支援、 

⑦ 訪問して助言をしてくれる支援、 

⑧ 環境を調整してくれる支援、 

⑨ 家族や行政など上部のシステムに働き

かけてくれる支援 
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 以上は、「医・職・住・友」とまとめられ

ると野中は述べている[14]。 

 

３．発達障害児の学齢期における支援課題

の整理 

 Barry,MM らの研究では、精神障害をも

つ人々の QOを規定する最大の要因は社会

的接触であり、次がレジャー活動であった。

ソーシャルネットワークは再燃する防御因

子でもあり、レジャー活動によってソーシ

ャルネットワークが得やすくなると述べら

れている。 

また脊髄損傷者の QOL 研究メタ分析か

ら、QOLの低さは、機能障害よりも能力障

害と関係し、それよりも社会的不利と強い

相関が認められており、QOLは社会的参加

の問題と密接な関係がありそうである。 

 以上のことから、障害者にとって、QOL

の向上に寄与する要因として、社会的接触、

ソーシャルネットワーク、社会的参加があ

げられると考えてよさそうである。 

 そこで、学齢期における支援の課題とし

て、①から③のことが言える。 

① 社会生活の目標である働くことは、

QOLを規定する最大の要因である社会

的接触を継続的にもたらす、ソーシャル

ネットワークを得やすくする等のこと

から、働くことの生物、心理、社会的意

義は、QOL評価に影響をもたらすとい

える。 

② しかし現代社会において、働くことのみ

が QOL に大きく関与する社会的接触

やそれにまつわる社会的役割等を担う

のか。 

③ 働くことを得られないまたは失職した

場合は、QOLに大きく関与する働くこ

とによって得られる生物心理社会的意

義をどのように得るのか。 

 

４．Q-PASS その２学齢期の支援サービス

機能の整理 

上記のQOLの観点に基づき、以下の表の

ようにQ-PASSその２（2023）を作成した

（図 5）。 

 

D 考察 

１．QOLの考え方 

 QOLと法制度との関連から、Ⅰ期・心身

の健康を保つこと｢生命の質｣、Ⅱ期・これま

での暮らしを続けて、暮らしづらさを減ら

すこと｢生活の質｣、Ⅲ期・自分らしい生きが

いをみつけること｢人生の質｣として、Ⅰ期

から３期の変遷を考えていくことができた。 

 これらは QOL の｢発展｣や｢進歩｣と考え

ることもできるが、下層に｢生命の質｣、中層

に｢生活の質｣、上層に｢人生の質｣として、 

どの段階の QOL の内容も重要であると言

える。知的障害・発達障害児とその家族にお

いて、時代やライフステージ・こども状態に

より、QOLの内容は異なり、その都度、変

化していくものであると思われる。 

 

２．学齢期の支援サービス機能の分析 

 図 6 は、発達障害児のための学齢期の直

接支援段階２を抜粋したものである。 

 健康管理や ADL 支援などの｢生活領域で

の支援｣、学齢期であるので、集団適応や基

礎学力づくりなどの｢学校領域での支援｣は

同時に｢就労（準備）領域での支援｣でもあ

る。これらは、QOL視点で考えると｢生命の

質｣｢生活の質｣を重視していると言える。 

 一方で、余暇活動や人とのつながりなど
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の｢余暇支援｣、居場所の確保や地域交流の

機会の確保など｢居場所支援｣も必要となる。

これらは、QOL視点で考えると｢生活の質｣

｢人生の質｣を重視しているとも言える（図

7）。 

以上のことから、現在社会は、多重構造と

なっており、コミュニティは１つでなく、社

会は様々なサブコミュニティの集合体であ

り、サブコミュニティを含めた複数のコミ

ュニティを持つことがソーシャルネットワ

ークを強固にしていくと考えられる。 

また、｢働くこと｣について、学校にすべて

の役割を求めていくのではなく、様々なコ

ミュニティや社会との接触が、将来、多様性

のある働き方、生き方を許容していくこと

につながるものと思われる。 

 そのために、学齢期において、放課後等デ

イサービスや居場所支援といった学校以外

の支援の充実が求められる。 

 

E 結論 

研究１～研究３において、以下のように

まとめられた。 

〇 障害福祉の法制度は「生命の質」(終戦～

1990年代)、「生活の質」(2000年～2021

年)を経て「人生の質」(2022 年～)を検

討する段階に来ている。 

〇 障害種別に特化した QOLの評価法の開

発が進められている。 

〇 発達障害児の余暇支援は放課後等デイ

サービスにしかない。 

〇 発達障害者は就労支援と余暇支援のサ

ービス併用が難しい。 

 

Ｆ．健康危険情報 特記すべきことなし  

 

Ｇ．研究発表 

 1. 論文発表 なし 2. 学会発表 なし  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 なし  

2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし  
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図 1 終戦後 1990～1990年代の特徴 

 

図 2 2000年～2021年までの特徴 
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図 3 2022年以降の特徴 

 

 

図 4 QOL研究の歴史 
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図 5  発達障害の支援サービス機能の簡易実用評価：Q-PASSその 2 

図 6 学齢期の支援サービス機能の分析 

                                   

                                                     
                   
     

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

              

           
       
           

          
       
         
             

      
                
                  

       
       
             

          

       
          

          
       
          
         
             

      

       
          

       
       
      
             

       

           

 
 

 
 

                        
                        

                     
                    

 
 

 
 

 

                      
        

                   

 
 

 
 

 

                      
     

                  
     

                    

 
 

 
 

 

 
 
 
                    

               
                       
                   

                    

 
 

 
 

 

            

                   

                                       

 
 

 
 

 
 
 
 
                       

                   

 
 

               

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 

                                                               

             

                       

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

          

       
          

          
       
          
         
             

      

       
          

       
       
      
             

 
 

 
 

                     
                    

 
 

 
 

 

                   

 
 

 
 

 

          

      

       

      

     

           

     

           

        

                                                  
            

               

          
          
         
    



63 

 

 

図７ QOL視点の整理 
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こども家庭科学研究費補助金・成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

  

分担研究報告書 

発達障害児の早期療育および親支援プログラムの予後に関する研究 

研究分担者  新澤 伸子  武庫川女子大学 教授 

 

 

Ａ．研究目的 

① 発達障害児を対象にした早期療育プロ

グラムの修了者の予後調査から QOLを規

定する要因を検証する。 

② 成人期の発達障害者の実態調査から、ラ

イフステージを通じた切れ目のない支

援体制構築上の課題を抽出する。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究参加者の募集方法 

研究協力の同意の得られた療育センター

から、研究協力者の募集案内を現在 18歳以

上の発達障害者の家族に送付してもらい、

Google Formで協力者を募った。 

 

２．調査方法 

① Google Formへの回答で、研究説明書お

よび調査用紙の郵送の同意が得られ、郵

送先の住所・氏名の提供のあった家族・

本人にのみ、研究説明書および調査用紙

を研究分担者から直接郵送した。 

② 研究説明書および調査用紙の内容を確

認し、研究参加に同意の得られた場合は、

調査用紙に無記名で回答し、返信用封筒

に厳封の上、差出人住所・氏名は無記載

のまま、研究責任者に返送してもらうこ

と、回答済みの調査用紙の返送をもって、

研究参加の同意が得られたものとし、別

途書面での同意書はとらないこと、いっ

たん提出された調査用紙は、個人の住

所・氏名と紐づけされていないため、同

意を撤回されても破棄できないことを

研究説明書に明記した。 

③ 調査内容 

家族対象の調査用紙 

⚫ 基礎情報シート（対象者の年齢、性

別、診断名、障害者手帳の有無、利用

のサービス内容など） 

⚫ ABCL（Adule Behavior Checklist）行

動チェックリスト 18歳～59歳 他者

記入用（発行 京都国際社会福祉セン

ター発達研究所） 

⚫ WHO QOL26クオリティ・オブ・ライフ

研究要旨  

発達障害児者がQOLを低下させることなく成人期に至る要因を明らかにする目的で、早期療

育および親支援プログラムを受けた療育修了者とその家族に対して、QOLを含めた予後調査を

行うために、QOL尺度の選定とAutism Spectrum Quality of Life Questionsの日本語版作成

を行った。成人期の本人および家族のQOLと適応状態、福祉・教育サービス利用歴、就労状況

との関連性について、次年度はさらに対象を広げて調査し、分析する予定である。 
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短縮版（発行 金子書房）  

⚫ 本人対象の調査用紙 

⚫ 基礎情報シート（対象者の年齢、性

別、診断名、障害者手帳の有無、利用

のサービス内容など） 

⚫ ASR（Adult Self Report）行動チェッ

クリスト 18歳～59歳 自己評価用

（京都国際社会福祉センター発達研究

所） 

⚫ WHO QOL26クオリティ・オブ・ライフ

短縮版（金子書房）  

⚫ ASQOL（Autism Spectrum Quality of 

Life）５）：自閉スペクトラム症 QOL質

問票日本語版（9 項目）  

⚫ AQ日本語版 成人用（16歳以上）（発

行 三京房） 

（倫理面への配慮） 

募集案内および研究説明書に「質問項目

には、現在の行動や感情、診断等についての

項目が含まれています。ご本人が研究協力

の可否判断の難しい場合や質問項目につい

て理解することが難しい場合、あるいは現

在の状況から研究協力が望ましくないとご

家族が判断される場合は、ご本人にはご協

力いただく必要はありません。」と記載し、

本人の状況をよく理解している家族に判断

してもらった上で、本人の参加の意思確認

を行ってもらった。また、調査への回答は家

族および本人の自由意志であること、研究

参加に同意しないことによる不利益はない

こと、答えたくない項目には無理に回答し

なくてよいこと、もし嫌な気持ちになった

場合にはすぐに回答を止めてよいこと、万

一何らかの問題が生じた場合は研究分担者

に連絡いただき誠実に対応することを研究

説明書に明記した。 

所属大学の心理学科倫理審査委員会の

承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究進捗状況 

2024 年度は研究目的に沿った調査項目

および成人期の発達障害者の QOL 尺度につ

いて検討し、Autism Spectrum Quality of 

Life Questions (McConachie,H,et 

al.,2018)の日本語版作成を行った。 

7 年前の 2017 年度に予後調査の協力を

得た療育センターのうち、5か所から研究協

力の同意を得て、2008年度～2010年度に療

育センターで療育を受けた修了者およびそ

の家族に募集案内を郵送し、88件の協力の

返信が得られた。 

2025年度は、複数の親の会の協力を得て、

さらに大人数の質問紙調査および本人・家

族に対するインタビュー調査を実施する予

定にしている。 



２０２５年  ５月 １５日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  東京学芸大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  國分 充           
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  知的障害児・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 現職教員支援センター機構・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 橋本 創一・ハシモト ソウイチ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和7年4月19日 
                                       

  こども家庭庁長官 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 永田 恭介 
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 令和６年度こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業) 

２．研究課題名 知的障害児・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究

【24DA0401】 

３．研究者名  （所属部署・職名）人間系・教授  

    （氏名・フリガナ）小澤 温・オザワ アツシ    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立大学法人筑波大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年３月２６日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  北海道大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  寶金 清博      
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  知的障害・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）   教育学研究院・教授                     

    （氏名・フリガナ）   安達 潤 （アダチ ジュン）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 7 年 5 月 14 日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 武庫川女子大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                               氏 名 髙橋 享子           
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  知的障害児・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究                         

３．研究者名  （所属部署・職名）    心理・社会福祉学部・教授                              

    （氏名・フリガナ）    新澤伸子・ニイザワノブコ                                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年 ５月１４日 
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  福島学院大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  遠藤 克弥         
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名  知的障害児・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究   

３．研究者名  （所属部署・職名）  福祉学部・教授                        

    （氏名・フリガナ）  内山 登紀夫・ウチヤマ トキオ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 福島学院大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．こども家庭分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年５月１２日 
                                         
こども家庭庁長官 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  国立大学法人信州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  中村 宗一郎       
 

   次の職員の令和６年度こども家庭科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業                      

２．研究課題名 知的障害児・発達障害児とその家族の QOL を維持する支援体制整備に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・教授（特定雇用）                  

    （氏名・フリガナ）  本田 秀夫 ・ ホンダ ヒデオ                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



刊行物なし 


